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まえがき

本報告書は平成 1 5 年 8 月 7 日 か ら 8 月 2 7 日 まで の 2 1 日間 ､
バ ン グラデッ シ ュ 人民共和

国 にお ける ｢ ディ ナジ プ
ー

ル 及びパ ンチャ ガ
ー

ル 地域 にお ける潅漑施設改善計画+ と ｢ チ

ッ タゴ ン丘陵地域荒廃地回復計画+ の フ ォ ロ
ー

ア ッ プ調査及びイ ンド国にお ける ｢ ウ ッ タ

ラ ンジ ャ ル州農村社会改善の ための 農業農村総合開発計画+ に つ い て 取りま とめ たもの で

ある ｡

バ ングラデ ッ シ ュ 国にお ける ｢ ディ ナ ジ プ
ー

ル及びパ ンチ ャ ガ
ー

ル地域 にお ける潅漑施設

改善計画+ は ､ 1 9 6 0 年代にバ ン グラデ ッ シ ュ 北西部の 諸河川 に建設 された ポン プ港漑施設

の 老朽化が進み ､ ポン プ施設 の損傷､ 潅漑水路 の漏水 ､ 取水 口 の 堆砂等 によ りポ ンプ潅漑

に障害 を与えて い るポ ンプ施設に対 して 復旧リ ハ ビリを実施する こ とに より ､
ポ ンプ潅漑

の維持管理 を普及させ ､ 健全な 潅漑事業 を持続 させ る もの で ある ｡

チ ッ タ ゴ ン丘陵地域は ､ バ ン グラデッ シ ュ の 南東に位置 し ､ 定着農業が可能な平地が地域

の 5 % 以下 ､ 残り の 9 5 % に相当する地域は 山林 とな っ て い る ｡ 地域 には多種多様な動植物

が生息してい るが ､ 少数民族が焼畑農業を営んで お り ､ 現在 も約 4 万 h a の 土地が焼畑農業

に利用されて い て ､ 土壌の 肥沃度 ､ 生態 系を悪化 させ 森林 の 回 復を困難 に して い る ｡
こ の

ため ､ 地域の 荒廃地 にお い て 現状 を分析､ 開発ポテ ン シ ャ ル を検討 し､ 持続可能な農林生

産物 の 生産強化 のため の 総合的な農林業農村総合開発計画が求め られて い る ｡

イ ン ド国にお ける ｢ ウッ タ ラ ンジャ ル州農村社会改善の ため の 農業農村総合開発計画+ は ､

州 の広範な区域 に残されて い る活用可能な未耕地を ､ 土地無 し農民や貧農達が活用するた

め に開発 し ､ 農村住民 の 生活改善及び農産物の 生産強化 ､ 農産物流通 シ ステ ム構築 の ため

の 総合的な農業農村開発計画 で ､
これまで 取り残 されて きた 人 々 の 貧困を軽減 し ､ 彼 らの

コ ミ ュ ニ テ ィ の 向上 を図るもの で ある ｡

上記の ような状況下 にある両国 の農業 ･ 農村に対 して ､ 我が国農業の 経験 を活用 した支援が

な され ､ 地域農民の 生活改善及び農業生産振興 に資す る とと もに ､ 当該国 と我が国の 友好

がよ り 一

層強化され る こ とを願うもの である ｡

最後 に､ 今回の プロ ジ ェ ク トフ ァイ ンデ ィ ング調査 の 実施 にあた り ､ 御指導御協力 い ただ

い た在バ ングラデイ シ ュ 大使館､ 在イ ン ド大使館 ､ JI C A バ ングラデイ シ ュ 事務所及びイ ン

ド事務所 ､ J B I C ニ ュ
ー デリ ー 事務所 ､ 両国政府関係諸機関の方 々 に深甚なる謝意を表する

次第です ｡

平成 1 6 年 2 月

A D C A バ ン グラデイ シ ュ 国及びイ ンド国

プロ ジ ェ クトフ ァ イ ンディ ン グ調査団

坂本 貴男
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ディ ナ ジプ ー

ル及びパ ンチ ャ ガ ー

ル地域に おける潅漑施設改善計画

空 ユ⊥⊥ ⊥
.
こ

ー 1 -

計画対象地域 で ある バ ン グラデ ッ シ ュ

北 西 部 地 域 の J a 皿 u n a R i v e r と

P a d o m a R 如 e r に挟まれた稲作地帯｡

1 9 6 0 年代に北西部地域の 河川で L o w

L i氏 P u n p S cb e m e に より建設された

ポ ン プ施設 ｡ 近年ポ ン プ施設 の 老朽化

が進 ん で お りサク シ ョ ン パ イ プ の 一 部

も消失 して い る ｡

渇水期 の 河川か ら取水す るサク シ ョ ン

パ イプ ｡ 現在は B W D P が ポン プ施設

の 維持管理 を行 っ て い るが
､
リ ハ ビリ

した後は 取 払 r 口s e r
,

8 A 8 S O d a 也o n に

移管され る｡
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ポ ン プ施設 の 多くは建設後 30 年以上 を

経 て 老朽化 に よ る規傷 が 多く潅漑稼働

率 が著 しく低下 して い る｡ ポン プ､
モ

ー

タ
ー の 更新､

ポ ン プ小屋の 立替が 必要で

ある｡

機能停止状態の 変圧器｡ 変圧器や コ ン ト

ロ ー ル パネ ル の 電気系故につ い ても ､ 現

在 でトま部 品 の 補 充が不 可能 と な っ て い

るた め修理が できなくな っ て い る｡

ポ ンプ施設の 故障､ 取水 口 の 堆砂 などで

取水が できなくなり ､ 利用され て い ない

幹線水路｡ 早急に ポ ン プ施設 の リ ハ ビリ

が実施 され濯漑用水 が配水 され る こ と

が待た れて い る｡



チ ッ タ ゴン丘 陵地域荒廃地 回復計画

チ ッ タ ゴ ン 丘 陵 地 域 の 3 つ の

D 1 8t ri et の 内 の 一

つ で あ る

R a n g a 皿 a ti 市街地｡ 湖面に広が っ

て い る｡

R a n g a 皿 a ti 市内の 道路状況｡ 近年 ､

地域 の 開発環境が回復 し ､ 開発 を

推進する機運が熟 して い る｡

R a n g a n a ti 市船着場 へ 続く道路 ｡

過去 20 年間にお い て政府 に よる平

地 か らの 定住計画や新た な出生 に

より ､ 地域 の 人 口をま倍増 して い る ｡

軍

一 1 -
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- 2 -

こ
､

.

と うもろ こ しと バ ナ ナ の 混生栽 培

が行 わ れ て い る傾斜 地農業地帯 ｡

チ ッ タ ゴ ン 丘陵地域 の 9 5 % が 山地

で 占められて い る ｡

陸稲 と バ ナ ナ の 混生栽培が 行われ

て い る傾斜地農 業地帯 ｡ 地域の 主

要農産物 は バ ナ ナ ､
パ イ ナ ッ プ ル

等 の 果物 ､ そ の 他 の 林産物で ある ｡

野菜 と バ ナ ナ の 栽培 が行われて い

る河川沿 い の畑 ｡



1 バ ングラデッ シ ュ 人民共和国の
一 般事情

1 . 1 概 要

バ ングラデシ ュ 国 ( 以下 り1 国+) はガ ンジス河 ､ プラマ プトラ河( ジャ ム ナ河) ､ メグナ河

と い う三 大河川が合流するデルタ地帯に位置 し ､ 国土面積 1 4 . 4 万 k m2 ( 日本の 40% の 国土)

に ､
1 億 2 千万 を越え る人口 を抱 える ｡

｢ バ国+ は周囲をイ ン ドに囲まれ ､ 南東部だけミ ャ ン

マ ー に接 し､ 南は ベ ンガル湾 に臨んで お り ､ 米作 ､ ジ ュ
け トを中心 とした ､ 水 と緑豊か な

農業国で あ る ｡

C h a r a c t e ris tic 5 L a n d ⅦS e i n B a m gl a d e s h

(k m 2)

g
r l C Ⅶ t u r a a m O I e S t a r e a e r O t a

ta te O r e S t S n C a S S e S t a t e O r e S tS

a n g e S

S o llr C e : S l a tis ti c a l Y e a rb o o k o f B a n gl a d e s h :2 0 0 0

古代か ら ドラ ヴィ ダ系 ､
オ ー ス ロ イ ド系 ､

モ ン ゴ ロ イ ド系な どの 各民族が入 り込 み ､ 農業

中心 の 生活 を営ん で きた｡ 中世か ら近世に か けては ､ ムガル王 朝やイギ リス によ る統治 を

受けて い たが､
1 9 4 7 年 の イ ンド ･ パ キス タ ン独立の 際 ､ 西部イ ン ドの パ ン ジ ャ ブ地域 と共

に飛び地国家 パ キス タ ン を形成した ｡
しか し

､ 西パ キス タ ン州 にあ る中央政府 によ るウル

ドゥ
一

語 の 国語化 の 動き( ｢ バ 国+ の ベ ン ガル語 は､ ウル ドゥ
一

語 と文法 も文字も異なる)

や経済的搾取の ため ､ 次第 に東パ キス タ ン自治独立の 気運が 高ま っ て い っ た ｡ 1 9 7 1 年 3 月

2 6 日独立宣言 し､ 同年 1 2 月 1 6 日パ キス タ ン軍 の降伏 と ともに事実上 独立 を成 し遂げた ｡

｢ バ 国+ の 大きな問題は約 1 . 4 % の 人 口増加率 (1 9 9 1 ～ 2 0 0 0) と ､ モ ンス
ー

ン気候 による洪

水 ､ サイ ク ロ ンな どの 災害に よる農業生産お よび農業
･ 社会イ ン フ ラの 破壊損傷で ある｡

首 都 の ダ ッ カ市 は 8 5 7 万 人 ､ ダ ッ カ D i v i si o n は 3
,
8 6 7 万 人 ( S t a ti sti c a l Y b a r b o o k

B a n gl a d e s b 2 0 0 0) で ある ｡ そ の 他の 主要都市 として ､ 国際港であるチ ッ タ ゴ ン市(人口 6 5 4

万 人) ､ クルナ 市( 人口 2 3 3 万 人) ､ ラジ シ ヤ ヒ市( 人口 2 2 6 万 人) な どが ある ｡ 宗教の 人 口 に

占める割合は ､ イ ス ラム教徒 8 6 .6 % ｡
ヒ ンドゥ教徒 1 2 . 1 % ｡ 仏教徒 0 .6 % ｡ キリス ト教徒 0 . 4 % ｡

そ の 他 0 . 3 % となっ て い る｡

仁 o ll S e b o ld a n d P o p n l a ti o n

I t e m H o u s e I1 0 1 d
P o p u l a ti o n

M a l e F e m a l e T o t a l
Si z e o f Il / H

B a n g l a d e s b ユ5 ,3 6 之 , 3 2 1 6 2 , 7 3 5 ,9 8 8 6 0 , 4 1 5 , 2 5 8 1 2 3 , 1 5 1 , 2 4 (i

S o u r c e : S t a ti s ti c a l Y e a r b o o k o f B a n g
l a d e s h ‥2 0 0 0
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1 . 2 自然条件

1 . 2 . 1 地 形

｢ バ 国+ の 地形は ･ 世界 の尾根 ヒマ ラヤや ヒンドゥ ー

ク シ山脈に端を発 し, 流れ下 っ てやが

て ベ ンガル湾に注 ぐ犬河川系が作り出 した平野部 と､ ビル マ
･

ア ンカ ラ山脈 に つ ながる東

部丘陵とに大き く分ける こ とがで きる ｡

C o u m t 叩 S Ⅶ m m a r y O r A r e a a n d I
,
r o p o r ti o 皿 O c c n p i e d b y G e ll e r a l S o i】ty p e 5

S o il t y p e A r e a (k m
`

) P r o p o rti o n ( % )

Fl o o d p l a i n s o il s 9
,
7 1 8

,
7 2 2 6 7 . 1

甘ill s o il s 1
,
5 6 1

,
4 7 2 1 0 . 8

T e rr a c e s o il s 1
,
0 2 8

,
0 3 0 7 . 1

M i s c e ll a 皿 e O u S l a n d t y p e s 2
,
1 7 8

,
0 4 5 1 5 . 0

■1'o t a l 1 4
,
4 8 b

,
2 b リ 1 0 0

S o u r c e : S t a t is ti c a l Y e a r b o o k o f B a 皿 g l a d e s血: 2 0 0 0

( 1) 平野部

｢ バ国+ の総面積 90% 以上は 国を縦横 に流れて ベ ンガル湾 に注ぐ 3 大河川 ,
すな わちガン ジス

河 ､ ブラ フ マ プトラ( ジ ャ ムナ) 河 ､ メ グナ河 によ っ て形成された沖積扇状地( デルタ) か ら

なる ｡ 土地 は平坦 では とん どは標高 9 . O m 以下で ､ 高知で も 100 m は超える こ とはない ｡ こ

の 地域 の河川は流路が
一

定で はなく ､ 毎年河の 流心が変わり､ 河川の 形を変え
,
また河川水

が こ の 堤防を超えて 氾檻を起 こ して い る ｡

一

方で有機質 を土地 に与えて 肥沃度を保たれて

い る
｡ 他方氾濫 によ り作物 を水没 させ る ｡ また家や家畜､ 家財を押し流 して大きな被害 を

与えて い る ｡
｢ バ国+ の平野部は 4 つ の 区分 (i . 北西部 ､ ii . 南西部 ､ i i i . 中央部､ i v . 北東

部) に分類され る｡

1) 北西部

ガ ンジス河 とブラフ マ プトラ河に挟まれた北西部は ､ テ ィ ス タ氾檻原､ ガンジス 氾濫原

およ びバ リ ン ドン川台地( 旧沖鰍丘) か らなる｡ ｢ バ 国+ の 他の 氾濫原に比 べ る と勾配が大き

く ､ テ ィ ス タ河周辺を除く と比較的洪水 の被害を受けにくい 地形 にある ｡
しかし､ 乾期に

は 流水が少ない た め ､ 農業 に溜池 を利用する こ とが困難で ､ 乾期農業 は地下水に頼 るこ と

になり､ 早魅を受ける ｡

2) 南西部

こ の地域は ガン ジス ･ デル タか らなり ､ 西側( イ ンド西 ベ ンガル州 との 国境) か ら東に傾斜

し て い る
｡

一

部に モ リバ ンド ･ デルタ もみ られるが ,
大部分が低地で洪水の 被害を受けやす

い ｡ 沿岸部 はガン ジス の 下流 と潮汐の 交互作用 で形作られ た潮汐デルタ とな っ てお り ,
そ の

一

部は世界最大 の ス ンダパ ル 自然 マ ングロ
ー ブ森林地帯で ある ｡

こ の デル タは塩害や サイ

1
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ク ロ ンの 被害を受ける こ とが多 い ｡

3) 中央部

主 と して ､
ブラ フマ プトラ河 とメ グナ河 の 間に広がる ブラ フ 々 プトラおよびメグナ ･ デル

タ とモ ドプール台地か らなる ｡
ブラフ マ プトラ ･ デルタ東側に広がる メ グナ ･ デル タは ､ 低

湿地な っ て お り ､
こ こ は海岸線か ら 3 20 k 皿内陸にある に もかか わらず海抜 3 m にすぎな い ｡

バ ングラデ シ ュ の なか で も最 も農業生産性 (米) の 高い地域で ある ｡

4) 東部

主 と して ､ メ グナ河 によ っ て 作られた旧メ グナ ･ デルタ と新 メ グナ ･ デルタおよび北東部

丘陵地からなる ｡
丘陵地帯 はイ ンド ･ ア ッ サム州国境に続 い てお り ,

こ こで は茶の 生産が行

な われ て い る ｡ 新 メ グナ ･ デル タ は地形的 に不安定で ､ ガ ン ジス ･ ブラフ マ プトラ ･ メグ

ナ河が合流 し､ バ ドマ河 の 河 口 で は毎年地形が変化 し ､ 特に河 口 に ある ハ テ ィ ア ､ シ ョ ン

ディ ー プ島で は パ ドマ の 流路に当た る北側が削り取られ ､ 南側に 土砂が堆積す るため島が

年々 南に移動する形 とな っ て い る ｡

(2) 東部丘陵地帯

イ ンド( トリプラ) と ビル マ に国境を接 し, 丘陵の 高さは東に行く に つ れ高くなる ｡ ビルマ ･

ア ラカン山脈 に つ ながる こ の 丘陵地帯 は ､ 最高 1 , 2 30 m の E e ok r a d o n g 山を持ち ､ 年間降雨

量も多い ｡
い く つ か の 河川が尾根を横断してチ ッ タゴ ン平野部に流れ込む ｡ なか で もカ ー

ナフ リ河 は最大 で ､ イ ン ドの ミ ゾラム に端 を発 し､ 丘陵地帯 を下 っ てやがて チ ッ タゴ ン平

野を横切り ベ ンガル湾 に注 い で い る｡

l 北 西 部
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1 . 2 . 2 気候

気俣は典型的な亜 熱帯モ ンス
ー

ン気候で ､ 多雨多湿で ある ｡
1 1 月か ら 2 月 まで は温暖な乾

期で( 最低気温 10 度前後) 晴天が続き ､

一

年中で最も過 ごしやす い時期で ある｡ 3 月 か ら 5

月 に か けて厚 い 雲が空を覆 い始め ､ 北西風が吹き ､ 気温が 一 気に 上昇 し､ 時 々 大ス コ
ー

ル

となる ｡ 4 月 ､ 5 月 は ･ 年中で 最も暑 い時期で ある ｡
6 月か ら 1 0 月までは雨期で ､ 気温はや

や下 るが ､ 雨量が多く 最も多湿な時期で ､ 湿度は 90% を越える ｡
ベ ンガル湾から ､ ときお り

サイ ク ロ ンが来襲する の も こ の 時期 で ある ｡ 降雨量は地域 によ っ て かなり の 差が あり ､ 北

東部 シ レッ トや 南東部コ ッ クス ･ バ ジ ャ ル で は年間 3 , 0 0 0 m を超え ､ 北部 ･ 南西部 で は 1
,
6 0 0

～ 1
,
90 0 m 程度 で ある｡ また ､ 季節 ごとの 降雨量にも大きな差が あり ､ それは地域によ っ て

も異な っ て い る｡

(1) 乾期 ( 1 1 月 ～ 3 月)

気温 ･ 湿度と も中位で雨は年間降雨量の 3 ～ 7% 程度 しか降らない ｡ とくに北西部で は降雨

が は とん どなく乾燥し ､ 気温も 5 ℃ 程度ま で 下る｡ 潅漑 の ない とこ ろ で は耕作 ( 特に水田 の

田植) が不可能 とな る｡

(2) 小 雨期 ･ 乾期 ( 4 月 ～ 5 月)

年間を通 して 最 も気温が高くなる時期で ､ 年間降雨量の 1 0 ～ 20 % が この 時期 に降り ､ 湿度 も

高くなる ｡ 東部地域で は降雨量は 3 月頃か ら増え始め るた め､ 天水利用の 春作が可能で あ

る
｡
しか し

､ 西側の 降雨量は 4 月後半か ら増え始め るためそ れ まで耕作する こ とがで きず ､

潅漑 の で きない とこ ろで の 春作は不可能 となる ｡ 小 雨期は降雨が不安定なこ と､ またこ の

時期に は ｢ 北西風+ が竜巻 を起 こ し､ あるい は電 を降らせ る こ と もあるた め ､ 農業生 産に

被害を もた らす ｡
また ､

こ の 季節の 降雨量は少なく ､ 作物 が立ち枯れ て しまうた め に起 こ

る こ とが多 い ｡

(3) 雨期 ･ モ ンス ー ン期(6 ～ 10 月)

気温も高く ､ 湿度 は 100 % 近くなる ｡ 年間雨量の 7 0 ～ 80% は こ の期 に集中す る｡ 雨期最後の

1 0 月 の 降雨量で北西部 ､ 南西部で は降雨量が急激に減少 し､ こ れが乾期 に作られる野菜類

や油料種子の 生産 に影響を与え る｡

上述 の よう に ｢ バ国+ の 気候 の特徴は ､ 雨期と乾期の 差が 大きく ､ 年間降雨の 大部分が雨

期 に集中 して 降るた め ､ そ れが河川 を氾檻 させ ､ 十分利用で きずに海に流出させ て い る ｡

一

方 ､ 乾期 には雨がは とん ど降らない ため に天水依存 の 農業は早魅被害を受 ける｡ 水資源

を自然の 状態で 有効利用す るの に は厳 しい 国で ある｡ すな わち ､ ダムや ポ ン プな どの イ ン

フ ラが必要となる ｡
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1 . 3 政治 ･ 経済

(1) 政治

独立以降の度重なる政変を経て ､ 現在 の ｢ バ国+ 政界は ､ 与党ア ワミ連盟(AL) と党第
一 党

で ある ｢ バ 国+ 民族主義者党(B NP) の 二 大政党が勢力をは ぼ二 分 して い る ｡
1 975 年の 軍事ク

ー デタ ー 以降 1 99 1 年まで軍事政権 が継続された｡ 1 990 年 1 2 月 ､ 民主化要求の 反政府運動

が高ま る中で ､
エ ルシ ャ ド大続編が辞任 した ｡ 1 991 年 2 月 ､ 中立的な暫定政権 の 下で総選

挙が実施され ､
BNP が第 一 党 となり ､

ジア BⅣP 総裁が首相に就任 し､ 政権が発足する ｡

1 9 9 6 年 2 月 に実施 され た繰 り上げ総選挙 で は ､ 主要野党 は選挙 をボイ コ ッ トして い る ｡ 野

党 の反政府運動 に直面 し､ 96 年 3 月 ､
ジ ア首相は退陣した ｡ 1 朋6 年 6 月 ､ 選挙管理内閣下

で 実施 された総選挙 で は ､ ア ワミ連盟が 2 1 年振 りに政権 に復帰 し ､ ハ シ ナ同連盟総裁が首

相 に就任 した ｡

また ､
20 01 年 1 0 月 ､ 任期満了に伴う総選挙で は ､ B NP が地滑 り的勝利を収め ､ 政権 を奪回

して い る ｡

( 2) 経済

り1 国+ は ､ 狭 い 国土 ( 日本の 約 4 割) に多く の 人口 ( 約 l .
2 億人) を抱え る 一 方 ､ 天然

資源は天然ガス を除き極めて 限られて い る ｡ また ､ 洪水 ･

サイ ク ロ ン等 の 自然災害が頻繁

に発生し ､

一

人当たり G N P も 4 0 0 ドル以下 と極めて低 く ､ 後発開発途上 国 (L L D C) の うち

世界最大の 人 口 を抱えて い る ｡

経済面で は ､ 98 年 7 - 9 月 に発生した大洪水の影響で ､ 98 ～ 99 年度 の 実質 G D P 成長率は前

年度の 5 . 5 % か ら 5 . 2 % へ と減少 した ｡ 90 年代の経済成長率を見る と ､
90 年代前半 (9 0 ～

9 5 年度) の 4 . 1 % に対 し､ 9 0 年代後半 (9 5
～ 99 年度) の 平均成長率は ､

5 . 5 % と多少の改

善傾向がうかがえ る ｡ 主な原因 と して ､
工 業､ 建設及びサ ー ビス 部門 ( 輸送 ･ 貿易業､ 住

宅サ ー

ビ ス) が好調で あ っ た こ とが挙げられる ｡
9 8 ～ 9 9 年度の 輸出及び輸入 に関 して は ､

共 に対前年度比 7 .
0 % の伸びを示 した ｡ 対外債務残高は短期債務がは とん どなく ､ ア ジア経

済危機 の影響も限られたもの とな っ て い る ｡

S e c t o r al S h a r e o f G r o s s D o m e s暮i c P m d ⅦCt 5 0 r B a n gl a d e 5 h a t C o n s t a 皿t I
, d c es

S e c to r 1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1

A g -i c u 加 r e 3 2 .
2 4 3 2 .4 1 3 1 .5 8 3 1 .5 5 3 2 .1 6 3 1 .7 5

I n d u s lr y 1 1 .3 4 1 1
.
0 9 1 1 .4 9 1 1

.
2 5 1 1 .0 5 1 1 .3 0

C o 皿S tr u C ti o n 6 .2 5 6 .
1 9 6

.
2 7 6

,3 4 6 .3 0 6 .3 2

P o w e r
,
G a s

,
W at e r

,
S a nit a 1 .9 4 1 .8 6 1

.8 2 1
,
7 9 1 .7 7 1 .8 3

T r a 【l S p O rt , C o m m u n ic a tio n 1 Z .1 2 1 2
.
19 1 2 . 3 3 1 2 .4 U 1 2 .3 1 1 2 .3 2

O tll e r S 3 6 .1 1 3 6 .2 (5 3 6 .5 1 3(i .6 7 3 6 .
4 1 3 6 .4 8

T o ta l 1 U U .0 0 1 0 0 .(氾 1 U O .U O 1 U O .0 0 1 UU .O U 1 UO .0 0

S o n l C e : S l ati s ti c al Y e a r b o o k o f B a n gl a d e s b :2 0 0 0
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ア ワミ連盟前政権下の 積極的な財政 ･ 金融拡張政策は ､ GD P 成長率平均 5 % 以上の 達成を導

く
一 方で ､ 財政赤字の拡大や外貨準備高の 減少などマク ロ 経済の 不均衡 を招い た ｡

B N P 新政

権 は ､
マ ク ロ 経済 の安定化を 図る 一 方 ､ 税制改革を柱 に財政拡張型の 予算案を発表 し､ 教

育 ､ 保健 ､ 医療セ クタ ー を中心 とす る貧困削減を重視する姿勢を見せ て い る ｡ 尚 ､
バ ング

ラデシ ュ が貧困を克服するためには ､ 年率 7 % 台の 成長 を持続的に達成する必要がある とさ

れて い る
｡
しか し

､
200 1 年 9 月 の 米国同時多発テ ロ 事件を発端 とす る世界景気後退は ､ 欧

米市場 に 80 % 以上 を依存 して い る縫製産業を中心 と した輸出産業を直撃 して お り ､
バ ング

ラデシ ュ 経済に大きな影響を与え つ つ ある ｡

E m
p
l o y m e n t T 代 n 心 血 M 如o r E c o n o m i c S e d o r s

( Tl 氾 u S a m d)

L F S 1 9 8 5 L F S 1 9 9 0 L F S 1 9 9 5 Ⅰ_f S 2 00 0
M 如o r ∝ O n O m i c s ∝ t O r E m pl o y m 亡n t ( %) E m p l o y Ⅱl e n t ( % ) E 皿 pl o y m e Ⅱt ( %) E m pl o y m e n t ( % )
A g パc u【t u r e 1 7

,
4 6 4 5 7 3 3

,
3 0 3 6 6 3 4

,
5 3 0 6 3 3 (i

,
2 1 7 6 2

M a n u ねc t u rin g 3
,
0 19 1 0 5

,
9 25 1 2 4

,
0 8 5 7 4

,
3 00 7

T r a d e
,
H o t el s

,
R e st a u r a n t s 3

,
8 3 2 1 3 4

,
2 85 9 6

,
0(iO 1 1 7

,
0 4 5 1 2

C o m m u nit y , P e r S O n al s e r vi c e s 2
,
5 6 3 8 1

,
9 0 9 4 5

,
0 9 2 9 5

,
7 1 5 1 0

O th e r s 3
,
6 8 3 1 2 4

,
7 3 7 9 4

,
8 3 0 9 4

,
7 8 9 8

T o t al 3 0
,
5 6 1 1 0 0 5 0

,
1 5 9 1 00 5 4

,
5 9 7 1 0 0 5 8

,
0 6 6 10 0

S o ローα: S t ali sti c al Y e a rh 泊 k o f B a n gla d e5 h:2( 椒)

ハ シナ政権 は ､ 経済自 由化路線 の 一 層の 推進､ 民間活力の 有効利用 ､ 外国投資 の誘致など

を経済政策 の 柱と して ､ 以下の ような重点政策 を掲げて い る ｡

1) 民間セ ク タ
ー

活性化 の ため の支援 ､ 特に ､ 中小 企業 ､ 農業及び農業関連産業 ､ 輸出

主導型及び関連産業 の振興

2) 外国投資促進 の た め の環境整備 ､ 法制度の 見直 し､ 手続き の簡素化 ､ イ ン フ ラ整備

など外国投資整備の ため の 環境整備

3) 国営企業の 民営化促進

4) 洪水 ､ サイ ク ロ ンか らの 自然災害か らの 保全 ､ 大気汚染 ､ 批素か らの 健康保全の た

め の地下水利用 の 制限 と水資源 の 開発

B NP 新政権は ､ マ ク ロ 経済の安定化 を図る 一 方､ 税制改革を柱に財政拡張型の 予算案を発表

し､ 教育 ､ 保健､ 医療セ クタ ー を中心 とす る貧困削減を重視する姿勢を見せ て い る ｡

1 . 4 我が国の 援助実施状況

｢ バ 国+ に対する主要援助国 ･ 機関は日本 ､ 米国 ､ 独 ､ ID A
,
ADB 等で あり､ 我が国は従来よ

り 二 国間援助にお ける最大の ドナ ー 国で ある ｡ 我が国は ､
｢ バ 国+ との 伝統的友好関係､

L L D C

諸国の 中で 最大 の 人口 を有す る国で あり開発需要が極めて 大きい こ と､ 度重なる自然災害

に見舞わ れ て い る こ と､ 民主化及び経済自由化等 の構造調整を進めて い る こ と等を踏まえ ､

1
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経済協力を積極的 に実施して きて い る ｡ 1 99 9 年 (暦年) まで の 支出純額 累計にお い て ､ 我

が国援助対象国の うち第 6 位 の受取り国であり ､ 特に無償資金協力に つ い て は ､ 第 1 位 (99

年) の 受取り国 とな っ て い る ( 但 し､ 無償資金協力の 7 0 ～ 8 0 % は債務救済無償が占め る) ｡

我 が国 と ｢ バ 国+ の 間で は ､ 1 9 9 0 年 4 月 に派遣 した経済協力総合調査団及びそ の 後の 政策

協議等によ るバ ングラデシ ュ 側 との 政策対話を踏まえ ､
2000 年 3 月 ､

｢ 国別援助計画+ を策

定 しており ､ そ の 中で対バ ン グラデシ ュ 援助方針と して ､ 次の 分野を重点分野 として い る ｡

( 1) 農業 ･ 農村開発 と農業生産性向上

農村地域の イ ン フ ラ整備 ､ 農業技術 の普及 ､ 農業研究等によ り農業生産性を向上させ 食糧

自給率の 改善を図る ととも に ､ 農村にお ける貧困層 ( 特 に土地 を保有 しな い農業従事者等)

の 雇用創出 ･ 所得向上 を目指す ｡
マ イク ロ ･

ク レジ ッ ト等 ソフ ト面の轟化に より ､ 農村 レ

ベ ル の貧困層の 生活改善を支援する ｡

(2) 社会分野 ( 基礎的生活分野､ 人的資源開発) の 改善

貧困層に直接稗益する援助と して ､ 他の ドナ ー 国や 帖0 と の連携を図り ､ 草の 根無償資金

協力を積極 的に活用 し つ つ ､ 基礎的な衛 生 ､ 医療事情の 改善の た め ｢ 子供の 健康+ ､ ｢ 母子

保健+ ､ ｢ 安全な飲料水の 確保+ に取 り組 むと ともに ､
｢ 初等教育+ ､ 特 に ｢ 女子教育+ 等 に

関す る D AC 新開発戦略の 目標達成に向け支援する ｡ また ､ 我が国は ､ 社会サ ー ビス の 効率

的な実施 の ため の 人 材教育 ･ 訓練 へ の支援等 をする ｡

(3) 投資促進 ･ 輸出振興 の ため の 基盤整備

経済発展や経常収支改善の た め には ､ 輸出の拡大が不可欠で あり ､ 投資促進 ･ 輸出振興 に

資する基礎イ ン フ ラ整備 へ の 援助等に加え ､ 投資環境整備 ･ 投資促進 の諸施策 ､ 実施機関

の 能力向上等ソ フ ト面で 支援する ｡

(4) 災害対策

頻発する洪水 ､ サイク ロ ン等自然災害 によ る人的 ･ 経済的被害を軽減す る と ともに ､ 安全

な土地を確保 し､ 経済発展 の基盤 とな る国土 整備が 重要で ある ｡ 洪水対策 に関 して は国際

的 な支援 の枠組で ある ｢ 洪水対策計画 (FA P) + の 下で取 り組ん でお り ､ 今後 ｢ バ 国+ 政府

が ｢ 総合国家水管理計画 (NWMP) + 策定後 ､ 同計画に沿 っ た協力を検討 して い く ｡ また､ サ

イ ク ロ ン対策の た め小 学校等を多目的サイ ク ロ ン
･ シ ェ ルタ ー

と して活用 して い く ほか ､

気象監視や早期警戒 シス テム 等も支援 して い く必要がある ｡

以 上の 4 つ の 重点分野に横断的に関連す る課題 と して ､ 環境､ 人材育成 ､ 制度造り に対す

る取 り組み も強化する こ と とする ｡

1
-

7



< 有償資金協力>

有償資金協力に つ い て は ､ 近年は経済開発の ため の 基礎イ ン フ ラ ( 農村イ ン フ ラ整備 ､ 配

電網､ 橋梁､ 水力発電) をは じめ と したプロ ジ ェ ク ト借款を中心に行 っ て い る ｡

< 無償資金協力>

無償資金協力に つ い て は ､ 農業､ 保健 ･ 医療等 の基礎生活分野 ､ 人造り ､ 洪水対策 を含む

環境分野等 を中心に援助 を行 っ て い る ｡

< 技術協力>

技術協力 に つ い て は ､ 農業 ､ 行政 ､ 社会基盤 ､ 洪水対策等 にお い て研修員受入れ ､ 専門

家派遣 ､ 青年海外協力隊派遣等を実施 して い る ｡ プ ロ ジ ェ ク ト方式技術協力と して ､ 農業

分野 ､ 保健 ･ 医療分野等にお ける協力実績が ある ｡ 開発調査は ､ 運輸､ 洪水対策 ､ 工業開

発分野等で の協力を行 っ て い る ｡

< 緊急援助 >

緊急援助に つ い て は ､ 98 年 7 月中旬以降､ 国土 の大半に及ぶ洪水災害に対 して ､ 医師 2 名

を含む国際緊急援助隊 ･ 専門家チ
ー

ム を派遣し ､ 被災地にお ける感染症対策 の助言や汚染

水の 処理方法に つ い て指導を行 っ た他 ､ 医薬品や浄水剤 の 緊急援助物資 (6 , 0 0 0 万 円相当)

及び緊急無償資金 (4 0 万 ドル) を供与 した ｡

1 . 5 第 5 次 5 カ年年計画(199 7 ～ 2 00 2)

ハ シ ナ政権は 97 年度か ら第五 次 5 カ年計画に取り組み ､ 年平均 7 . 0 % の GDP 成長率 ､ 投資

総額と して 1 兆 8 , 675 億タカ ( 約 3 兆 9 , 2 1 8 億円) を目標として お り ( 公共投資 4 4 % ､ 民

間投資 5 6 % ､ 投資資金の 78 % を国内調達する こ とを想定) ､ 貧困克服 の ため の雇用創出､

食糧自給達成 ､ 人材開発 ､ イ ンフ ラ整備 ､ 人口増加の 抑制等を目指 して い る ｡

その 中で ､
｢ バ 国+ に とっ て農業生産業 は ､

こ の 国の経済の 成長およ び安定に と っ て 重要な

役割を演 じて い る ｡ 近年 ､ 人口 の 増加､ 食料消費増加 の 傾向か らの 高収量を持続可能に し､

か つ 環境を保護する こ とが考慮 されねばならなくな っ た ｡ 不適切な化学肥料の 使用 ､ 洪水

によ る潅漑施設の 損傷､ 施設の 老朽化 によ り水不足が大きな問題にな っ て きて い る ｡ これ

らの 諸問題に対 し ､ 従来の 稲の 収量は 5 ケ 年計画 で掲 げる主な目的 は次 の とお りである ｡

1) 持続可能を目的と して農村地域にお い て ､ 農産物の 増収お よび農民の収入 の 増収

を図る

2) 穀物お よび他の 農産物の 自給達成 を図る

1- 8



3

4

5

6)

7)

農産物 ､ 特に野菜 ･ 果実 の自給およ び輸出の 促進を図る

畑地 ､ 水 田お よび海岸地帯にお い て ､ 近代的な農作業の 採用および促進を図る ｡

効率的で 均衡の とれた土地 ､ 水およびそ の 他資源の 活用 によ り ､ 持続可能な農業

の 確立を図る

比較的大規模な農場および農家に対 し､ 企業的な農業が 可能になる よう に誘導する

批素汚染水の 利用制限 と河川表流水利用の ためのイ ンフラ整備

1-9



2 . バ ングラデッ シ ュ 人民共和国の農業事情

2 . 1 農業 の 現状

｢ バ 国+ にお い て は ､ 労働人口 の 2/ 3 (3
,
62 1 万 人) ､ G D P の 1/3 (3 2%) を農業が占め て い る ｡

国土面積 14 . 4 8 万 k m
2
(1 , 4 4 8 万 h a) ､ こ の うち耕地は 8 1 3 万 b a (国土の 5 6% 休耕地 ､ 草地は

除く) ､ 森林地 2 18 万 h a( 1 5% L そ の 他 4 1 7 万 b a で ある ｡ 農業従事者 は 3 , 6 2 1 万 人 ､ 農業従

事者 1 人 当た り の 農地は 0 . 2 3 b a である ｡
主農産物 は米 ､ 茶 ､

ジ ュ ー トなどで ある ｡

しか し､ 穀物 は高い 人 口増加率や自然災害な どで 慢性的に不足 して おり ､ 大きな自然災害

年に は 1 00 万 t 以上 を輸入する年 もあ り､ 安定した農業生産 の拡大は重要な 課題で ある｡ ｢ バ

国+ の 農業の 最 も重要な点は ､ 農産物の 生産性 にお い て ､ 持続性 の ある成長で ある ｡ 穀物

の需要供給は ､ 成長率 5% を目指 して い る ｡ 食料穀物は 200 5 年まで に 2 , 5 00 万 トン ､ 20 1 0

年ま で に
.
3
,
000 万 トンの 生産を目指し て い る ｡ こ の た め には

､ 以下 の ような課題 に対する

対処が重要で ある ｡

(1) 農業イ ン フ ラ と営農管理

こ の 国に お い て は ､ 早魅と洪水の 被害が大きな障害 とな っ て い る ｡
こ の ため に港概 ･ 排水

お よび洪水対策の ため 施設が重要で ある ｡ さらに ､ 病虫害の 防除､ 優良種子の 確保 ､ 肥料､

土壌管理 の 改善が必要で ある｡

(2) 作物の 多様化

現在 ､ 作物 の 7 5 % は米で あり ､ 次に小 麦はわずか 4% で ある ｡ 残り の 21% が他 の作物を栽培 し

て い る
｡
｢ バ国+ の 作物の 多様化は大きな課題で あり ､ 作物 の 多様性 の 利点は よく知 られて

おり ､ 農民の 収入の 増加 ､ 栄養バ ラ ンス ､ ア グロ ･ イ ンダス トリ ー

､ 涯概水 の 節減お よび

港概面積の 増加 ､ 等々 多く の 利点があげられ る｡ こ の こ とは ｢ バ 国+ の 農業方針で もある ｡

P r o d u cti o m A n d Y i eld R a t e o r M aj o r A g ri 川 1t u r e C r o p 5
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(3) 土壌壌環境保全

｢ バ 国+ は作物お よ び土壌管理 の 不適切か ら ､ 農地 が劣化現象を呈 して い る とい わ れ て い

る
｡ 農地 の 30 % 近くが塩害の 被害をうけて お り ､ 1 2% が土壌浸食の 被害をうけて い る ｡

また ､

耕作地 の 5 0 % 以上 が不適切な排水施設によ っ て ､ 湛水被害を生 じて い る ｡ 地下水の 利用に

よ っ て ､ 地下水位が低下 し､ 浅井戸で は取水する こ とが徐々 に難 しくな っ て きて い る ｡ 特

に海岸地帯で は ､ 地下水位が低下する こ と により塩水が侵入 し､ 地下水が汚染 され ､ 水質

が 劣化 して き て い る ｡ 当国で は広範囲の 地域で地下水に批素が含まれ て お り ､ 生活環境 へ

の 大きな 問題 とな っ て きて い る｡

( 4) 貧困の 緩和､ 栄養失調 ､ 食糧確保

｢ バ国+ にお い て は 5
,
00 0 万 人の 人 口が貧困層に属 して い る ｡ 貧困層は非農民層よ り も農

民層 に多く存在 して い る ｡ 農業の 成長を持続 し､ か つ 加速す るため には ､ 食糧を購入でき

る ようにす る こ とで ある ｡ バ ング ラデ シ ュ 国におい て ､ 持続性の ある農業にするた め の 優

先度は ､ 次の とお りで ある ｡

1) 高い 潜在力の ある農地 の 改善

2) 低い 潜在力の 地域 の保全お よび改善

3) 健全な土地/ 人の 比率の 改善

2 . 2 農業生産

｢ バ 国+ で は大半の 農業適地はすで に耕作されて い る ｡ 将来の 人 口増加は小農経営 を さら

に細分化す る こ とが考 え られる ｡ 農産物の 生産を拡大 して い くた め には ､ 既存 の 生産 シ ス

テ ム を改善し生産性を確保高め る こ とが重要で ある ｡
｢ バ 国+ は ､

19 70 年代に米 ､ ジ ュ
ー ト､

ポテ ト､ シ ュ ガ ー

ケ ン にお い て新 しい バ ライティ を採用 して ､

一

定 の 成果を収めた が ､ 1 9 90

年代で は生産高の 頭打ち現象がみ られ ､ 生産が停滞して い る ｡
これらの 主な原因と して は ､

1) 他の アジ アの 諸国に比較しても ､ 使用する肥料の 量が少ない

2) 新品種の 稲は ､ 病虫害に弱い

3) 港激施設が洪水など被害を受 け老朽化 し､ 維持管理が適切で ない

4) 作物 の研究および普及が農民まで普及されて い ない

な どである ｡ 農業生産の拡大 には上述 の課題の 対処が重要 となる ｡
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2 . 3 港概排水

港概面積 の拡大は ､
｢ バ 国+ 政府 の 戦略の 中で も ､ 穀物 を増産する観点か ら も最も重要な対

策 で ある ｡ 港概施設は 1 960 年代か ら建設され ､ 1 98 0 ～ 1 99 0 年代にか けて著しく増加 した｡

港概計画 に潅漑面積は 4 1 8b a で ､ 天水潅漑面積 808 万 b a の 5 2% に相当する ｡ こ の うち小規

模潅概は ､ 1 970 年代の 136 万 h a か ら､
19 95 ～ 20 00 年代 には 295 万 h a に増加 した｡
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｢ バ国+ は ､
19 60 年代か ら モ ー

ス
ー

ン依存農業 ( 天水農業) か ら ､ 水源の 安定 した港概計

画農業に移行 して きて い る ｡ しか し ､
い ろい ろな課題が ある ｡ 例え ば､ 政府 の政策 の変更 ､

価格 の 変動 ､ 特 に小 規模港 掛まポンプ潅漑 となるため燃料費の 上 昇等々 ､ 多く の 問題を抱

えて い る ｡
｢ バ国+ の 南部お よび北部にお い て は ､ 港概面積 を拡大 させ る に必要な潜在的な

表流水が存在す る ｡ こ れ らの 水源は まだ充分 に有効利用 され て お らず ､ 河川か らの 表流水

の 利用 は今後の 開発が待たれ て い る ｡
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潅漑開発は水開発省の B W D B 局(B a n g l ad e sh 恥t e r D e v el o p m e n t B o a rd ( 帥D B) ( 大規模を扱

う) ､ 地方開発省 ( 柑JE) ( 小規模を扱う) によ っ て運営 されて い るが ､ 各国の 協力を得て

い る に もか かわ らず､ 際立 っ た成功はお さめ て い ない ｡ 潅漑施設整備は これか らの課題で

ある ｡

1- 1 2



2 . 4 市場 ､ 流通シス テム

｢ バ 国+ の農産物流通にお い て ､
マ ー

ケ ッ トシス テ ム は極め て 弱い 立場に ある ｡ 例え ば､

過去 2 0 年間､ 穀物(米 ･ 小 麦) の 実勢価格 は下降して い る ｡ そ の 理由は､ 貿易およ び為替 の

自由化 に伴な い米価が ､ 国際市場価格に連動す る こ と にな っ た た め で ある ｡ こ の た め ､ 消

費者 の 家計は米価 に大きく依存 して い る ため ､ 益々 苦 しくな っ て い る ｡ 経済の 自由化 ､ 民

営化 におい て 政府は ､ 重要な 役割 を果たす こ とが重量で ある ｡ こ の 市場 を担当 して い る農

業市場至削ま､ 農業省の 中で も小 さな部局で ある ｡ 今後農産物 の 計画的生産目標の策定 ､ 流

通 の合理化 ､ 価格安定等 を図るため に は こ の 部局の 強化が重要 で ある ｡

2 . 5 農産物加工

｢ バ 国+ で は ､ 季節 によ っ て腐敗 しや すい 農産物の 過剰の 状態 を生 じる こ とが多 い ｡ 農産

物加工 施設の 発展 は ､ ポス ト ･ ハ ー ベ ス トの損失を防ぎ ､ 農家の 収入を増や す役割 を演ず

る こ と になる ｡ しか しながら ､ 現在 ､ 農産物加工業 は初期 の 段階に ある ｡ 貯蔵 ､ 加工 ､ 包

装の 方法が標準化 されず､ 極め て遅れ た状況下にある ｡
｢ バ 国+ にお ける食料加工業 に対す

る政策は 1 9 9 1 年新 工 業政策の 一

部 として認定され たが ､ は とん ど機能さ れて い な い ｡

2 . 6 農村開発

農村開発 は ､ 農業の 成長に と っ て 極めて 密接な関係 にある ｡ 道路や水路 の 交通ネ ッ トワ
ー

クは農業生産性の 向上 に大い に寄与す る ｡ イ ンフ ラ整備は ､ 土地な し農民や貧農に対 し雇

用 の機会 を与える役割 もある ｡ 特 に ､ 潅漑開発や農村電化 ､ 交通網 の 整備は貧困の 解消に

役立つ こ とになる ｡

2 . 7 開発における女性の 役割

バ ン グラデ シ ュ 国にお ける女性 の 労働力の 占め る割合は 4 3% (1 98 9 年) を占めて い る ｡ 農業

にお い て は特に大きな役割 を 占めて い る ｡ しか しなが ら､ 生活環境の点で は男性よ り制限

要因が多 い状況下 にある ｡ 各種 N GO の 団体が女性の 役割の拡大 に努力 して お り ､ か なり成

功 をお さめ て い るが､ なお課題は多 い ｡

2 . 8 農地改革および農地の利用

農村 の 貧困層の 2/ 3 は土地な し農民 で あ る ｡ 自作農の 内 ､ 1 0% の 大規模農家が 5 1% の 農地 を

保有 し､ 4 0% の 小規模農家が 2 % の 農地 を保有して い る ｡ 人口 1 人当た りの 耕作地面積は ､
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0 . 0 6 4 b a で ､ 世界で も最も人口密度の 高い 国の 1 つ で ある ｡ 農地の 保有面積は ､ 均等に分け

る とい う相続法に よ っ て細分化する とと もに ､ 人口 の 増加に よ っ て ､ 住宅を建設す るため

に農地 が つ ぶ さ れ ､ ます ます小 規模化 に 拍車 をか けて い る ｡ 現在 の 土地所有の 上限は ､

3 . 3 7 b a に抑えられて い るが ､ これ以上 の 大地主も多い ｡ 19 84 年､ 農地改革法が小作人の 保

護 の ため と土地の 細分化を防ぐた めに決定 されたが ､ 有効に働 い て いな い ｡
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3 . ディ ナジ プ ー ル及びパ ンチャ ガ ー

ル地域における潅漑施設改善計画

3 . 1 計画 の 背景

(1) 概要

本件調査対象地域 は ､ J a m u n a Ri v e r と P ad o m a R i v e r に挟まれた ｢ バ国+ の 北西部の 地域

(R aj sb ah i Di vi s i o n) の 中で も さらに北に位置する 9 つ の Zil a(R e g i o n) で ある ｡ こ の地域

は当該国の 中で も比較的標高の 高い デルタ地域 (標高 4 0 ～ 50 m) で ､ 降雨 も南部 に比 して少

な く ( 1 , 5 0 0 ～ 2
,
0 0 0 m 血/ y e a r) ､ 乾期 の降雨は極め て 少な い ｡ したが っ て

､ 乾期 には早魅の

被害 を受け ､ 潅漑な しには春 の稲作 の植え付けが不能になり ､ 小 麦や野菜の栽培に被害が

で る状況 にある ｡

上述の 自然条件 ､ 農業事情に鑑み ､
1 9 60 年代か ら諸河川 の 水を利用する ため に ､ ポ ン プ潅

漑が 計画 ･ 実施 されて きて い 声｡ そ の 多くは低揚程ポンプ(1 0 V li f t p u m p) で
"

L L P S ch e m e
”

と位置付けられ ､ 北西部 9 Zil a にお い て ､ 大小合わせ て 95 の L L P プ ロ ジ ェ クトが実施 さ

れ て き て い る
｡ ポ ンプア ッ プされ た水 は ､ 潅漑水路を通 じて ､ 沿岸地帯 の 圃場 を潅漑す る

シス テ ム とな っ て い る ｡

これ らの プロ ジ ェ ク トはパ キスタ ン時代から始まっ ており ､ 独立後は 削 ni s t ry o f 恥t e r

S o u r c e の B a n gl ad e sb 恥 t e r D e v e l o p m e n t B o a r d (BW DB) 担当実施機関とな り ､ 現在は維持

管理を主 に行 っ て い る ｡

しか しなが ら ､
これ らの 施設は建設後 40 年近く を経てお り ､ ポ ン プ施設の 老朽化が進み ､

①ポ ン プ ､ トラ ンス の 損傷 ( 消耗) の 増加 ､ ②ポン プ修理用部品の 枯渇 ､ などによ りポ ン

プの 稼働率が急激 に低下 して い る ｡ 更 には 1 998 年の 洪水 により ､ ①取水口 で の堆砂､ ②河

床変動に よ りミ オ筋が 吸込み 口 よ り遠方 に移動す るなど取水に問題が 生 じて お り ､ ポ ン プ

駆動に障害を与えて い る ｡

こ の ような施設環境か ら ､ 近年潅漑がで きない 耕地が増えて おり､ こ の 地域 の 農業生産や

農家経済に と っ て大 きなマ イナス が生 じて い る｡ 一 部 の 農民は地下水 をくみ 上 げて い るが､

ポ ン プの 運転費 の 負担が大きく ､ 春 先の 水 田耕作の 放棄が広が っ て い る ｡
また地下水 の 利

用は ｢ バ 国+ の 生活環境を 阻害する批素問題か ら ､ 政府 は河川水の 利用拡大を重点課題 と

して い る
｡

上記 の よ うな事情を鑑み ､ 本件は ､
こ れ ら の用水機場を は じめ とする潅漑施設の リ ハ ビリ

を行 い ､ 水資源 ､ 土地資源 を有効 に利用 し､ 土 地利用率 を高め ､ 生産量が拡大する ｡
こ の

1
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こ とは農民の 生活改善 ､ 土地な し農民 へ の 雇用の 創出に つ なが る｡

(2) 地形 ･ 地理

調査対象地域 となる北西部地域は J a m u n a R i v e r と P ad o m a Ri v e r に挟まれた地域(R aj sh ab i

Di v i si o n) で ､
こ の 両河川 の 氾濫に より形成された 平坦な沖積 台地で ある ｡

｢ バ 国+ の 他の

氾濫原に比 べ ると標高が高く(GL . 40 ～ 55 m) ､ 勾配が大きい ため比較的被害の 受けにく い地

域 で ある ｡ 調査地域は R aj sb ah i Di vi s i o n に属 し､ 1 5 の Z i l a に分 けられて お り ､ L L P

S cb e m e 潅漑計画は 9 Z il a で実施 されて い る｡

(3) 気候

｢ バ 国+ の 気候は典型的な熱帯 モ ン ス
ー

ン に属 し､ 高温 ･ 多湿 ･ 多雨 で ､ 季節の変わ り目

になる 4 ～ 5 月 と 1 0 ～ 1 1 月 にサイ ク ロ ン(台風) には襲われ る こ とが多 い ｡ 計画対象地域 を

代表す る D i n aj p u r の 気温 と降雨は下表 に示す通 り で ある ｡

Ⅰ比 m ロ山l J A N F E B M A P R M A Y J U N J U L A ロG S E P O C T N O V D E C Tb 也l

R ai 血1l m 0 .0 0 .0 0 .0 68 .0 376 .0 28 3 .0 40 3 .0 5 87 .0 5 89 .0 23 4
.
0 5 .0 0 .0 2

,
5 45 .

Tb m l 光 ra 山 柁 ( m i ni 血 皿) ℃ 10 .5 1 4 ,9 17 .8 23 .4 か .8 2(i .2 2 (i . 2 25 .8 25 .2 23.4 17 .6 13 .3 20 .

Tb m I 光 rat 屯 re 仲I a 滋 m u m) ℃ 2 3.9 30 .
4 32 .9 3 3 .5 3 1 .9 33 .1 3 1 .8 3 1 .2 3 1 .0 30 .9 2 9 .6 2 6 .5 二氾 .

T b mI 光 伯 山 托 ( A 咋 柑 酢) ℃ 1 7 .2 2 2 .65 2 5 .35 28 .4 5 27 .85 29 .65 2 9 2 名.5 2 且
.
1 27 . 15 23 .6 19 .9 25 .

臥 m idity % 7 8 72 58 70 細 糾 餅) 卯) 別) 87 80 7 8 79 .

S o u r c e : S t ati sti c al Y e a血 0 0 k o f B a n gl ad e sh :2 ∝ 氾

1) 乾期

乾期 は 1 1 月か ら 4 月 まで は とん どなく降雨がなく ､ 年間降雨の 5 % 前後 とな っ て い る ｡ 湿

度の 低く乾燥 し ､ 気温も雨期 は 5 ℃ 程度ま で下が っ て凍死者が で る こ と もまれ ではな い ｡ 栽

培は潅漑な しで は作物は立ち枯れて しまう ｡
また

､
2 ～ 3 月 は潅漑な しには 田植えが できな

く ､ 畑作も被害がで る ｡

2) 小雨期( 4 ～ 5 月)

年間を通 して 最も気温が高くなる時期で ･ 年間降雨量 の 1 2 ～ 2 2% が こ の時期に降り
,
湿度 も

高い ｡ 東部地域では降雨量は 3 月 頃か ら増え始める ため ､ 天水利用の 春作 が可能で ある が ､

北西部の 降雨量は 4 月後半か ら増え始めるためそ れまで耕作す る こ とができず､ 港漸の な

い とこ ろ で の春作は不可能 とな る ｡

3) 雨期(6 ～ 10 月)

気温 も高く, 湿度 は時 と して 1 00% 近くな る ｡ 年間雨量 の 7 2 ～ 84% は こ の期 に集中 ､ 雲の ない

日 はほ とん どない ｡ 雨期最後の 10 月 以後､ 降雨量は北西部 ･ 南西部 で急激に減少する ｡
こ

れが乾期に作られる ､ 小 麦 ､ 野菜類 ､ 油料種子の 生産に影響を与えて い る ｡
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(4) 水源

乾期か ら小 雨期にか けて利用する潅漑水 は ､ 地域を南北に流れ る河川 水を利用して い る ｡

主な河川 は A t o r ai Ri v e r ､ N a g a r R i v e r とそ の 支流で ある｡ これ らの 河川水は乾期にお い

て も洞れる こ とない ｡ しか しなが ら ､ 河川水位は 圃場よ り 4 ～ 5 m 低く ､ 重力潅漑で 直接利

用する こ とは不可能で あり ､ 低揚程の ポンプ潅漑に頼 らざるを得ない ｡ 河川 水の 得にく い

地域で は ､ 地下水の 浅い地域で は浅井戸 によ るポ ンプに よ るポン プ潅漑 ､ また地下水の 深

い とこ ろで は深井戸 によ るポンプ潅漑が行われて い る ｡

( 5) 農業生産

調査対象地域 となる北西部地域は P ad o m a Ri v e r ､ J a m u n a Ri v e r 沿 い の 低地を除き ､ 比較

的標高 の 高い 位置に あるた め ､ 雨期の 冠水 も浅く ､ 洪水被害は少ない ｡ 乾期は早魅の 被害

を受ける こ とが多い ｡ しか し ､ 河か ら の ポ ンプ揚水 ､ ある い は地下水の 利用に よる潅漑農

業がで き る地域 で ､ 多様な農業が行わ れ て い る ｡

こ の 地域 の農作物 は雨期の 米 ､ 乾期作は米 ( 潅漑の できる地区) ､ 野菜 ､ 芋 ､ 小麦 ､ 油料種

子 ､ サ トウキビ､ タバ コ ､ 果樹 ( マ ン ゴなど) など集約農業 によ る換金作物 の 生産が 盛ん

で ある ｡ すなわち ､ こ れらの 地域は乾期に潅漑水が確保 で きれば､ 気候条件か ら して ｢ バ

国+ で 最 も適 した畑作物 の 産地で あり ､ 農業の 多様化 の 可能性を持 つ 地域で ある ｡ しか し

なが ら ､ 近年潅漑施設の 老朽化 によ り ､ 用紙補給が充分で はなく ､ 乾期 ､ 或 い は雨期 との

端境期 には早魅の 被害を受け ､ 乾期 の栽培 を放棄 して い る地域 もあり ､ 土地利用効率が低

下 し､ 地域の 農業生産量 も減少して い る ｡

(6) 土地利用

｢ バ国+ の国土総面積 は 1 4 . 48 万k m ､ こ の うち可耕農地面積は 9 50 万 h a (2 , 3 49 万 a c) で ､

総面積の 6 6 別こ及んで い る｡ こ の 内 8 1 3 万 b a (2 , 0 08 万 a c) は耕作 され ,
残る 1 37 万 b a (338

万 a c) が休耕地( 湿地､ 草地を含む) で ある ｡ 休耕地を除き農業用地の新た な開発の 余地はiま

とん ど残 っ て い ない ｡

したが っ て ､ 農業を高め るため には ､ 生産性の 向上 によ っ て単位面積当たりの 収量 を増や

す こ と､ 土地利用度を高め る こ とが重要 となる ｡ 生産性の 向上 として は､ 主と して 高収量

品種 ､ 肥料､ 農薬などによ る近代農法の 普及を中心 と し生産体系の転換を図っ て きた ｡ ま

た潅漑事業の 促進 によ り ､ 2 ～ 3 毛作地 を増やす努力で ､ 土地利用 率を高め て きた ｡

しか しな がら ､ 現在 ､
｢ バ 国+ の 平均土地利用率は 1 80 % ( s t a t i s t i c al Y e a rb o o k 2 0 0 0) で

ある ｡ 気象条件か らすれ ば､ 水 ( 潅漑) の コ ン トロ
ー

ル さえで き るなら ､ 米と畑作の 三期

作 も不可能で は ない ｡ 特に西北部 ( 本調査地区) は冠水が少なく ､ 乾期の畑作に適 して い

1- 1 7



る ｡ した が っ て ､ 潅漑によ る土地利用率の 向上 を図 る こ とは ､ 農業生産拡大 の 重要な課題

で ある ｡

D i Y i5i o n a n d Z il a w i s e D is t ri b Ⅶti o n o r A g ri c n lt u r e L a n d T y p e 5 , 1 ,少`

(I n s q 止 m )
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,
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,
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,
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,
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,
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0
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.
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5 4 5 .8 6 5 9 .2 8 7 .4 U .0 8

,
5 0 9 .0

K b n l n a 4
,
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,
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,
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,
b U 7 .8
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,
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,
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,
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(7) 生活環境保全

潅漑施設の 老朽化 によ り ､ 当該地域で は地下水によ る潅漑が増加 して い る ｡ しか し､ 地下

水 には批素 を含 む地域も あり ､ 近年 ｢ バ国+ では地下水利用か ら河川水利用する計画を推

進 して い る ｡ 地下水( 井戸) 利用の 水代は3 , 500 T ak a/ Y e a r で ､ 河川利用の水代 1
,
20 0 T ak a/ Y e a r

の 約 3 倍の経費が必要 にな っ て い る｡ 地下水汲み上 げの動力費の 節減は農家 の営農改善に

つ なが る ｡
したが っ て ､ L L P S cb e m e で は水源である河川水が豊富にある ため ､

BV D B 施設の

リハ ビリ整備 を緊急課題 と して い る｡

3 . 2 潅漑施設改善計画

(1) 計画の概要

北 西部地域 の地 形､ 気候条件 ､ 水源条件か ら ､ 本地域 の 農業生産の拡大､ 農 民の 収入 ･ 生

活改善を目的に ､ 河川水を利用 した L L P S c h e m e よ るポ ン プ潅漑事業が行われ て い る ｡ す

なわち ､ 北西部州 (R aj sb ahi di vi si o n) の 中の 9 Zil a (R e g i o n) にお い て ､
9 5 箇所で L o v L if t

P u mp によ る潅漑プロ ジ ェ クトが建設されて い る｡ こ の L LP S cb e m e 潅漑事業は 196 0 年代､

パ キスタ ン時代に行われた もの で あるが ､
197 1 年か らは ｢ バ国j の B V DB姐 に引き継がれて

い る
｡

こ の L L P S ch e m e は ､ 地域内を流れる A t r a i ､ Ⅳa g o r をは じめ とする諸河川か らポンプ揚水

した のち ､ 水路ネ ッ トワ
ー

ク によ り圃場 へ 配水 し､ ゲラピテ ィ で潅漑を行うシス テ ムで あ

る ｡ 各ポン プス テ
ー

シ ョ ンの 港漑面積は大きなもの で 1 , 00 0h a ､ 小規模なもの で 1 00h a と

い ろ い ろな規模で建設されて い る ｡ 1 990 年代からこ れらの プロ ジ ェ クトの うち小規模なポ

ンプ場の 管理 は口s e r A s s o c i a ti o n に移管されて い る ｡ 現在ポ ンプ場か ら水路ネ ッ トワ
ー

ク

まで管理 して い る潅漑プロ ジ ェ ク トは 95 地区の うち 5 4 地区である ｡

近年 ､
これらの 施設は ､ 建設後30 年以上 を経て おり ､ ホンプ施設の 損傷､ 潅漑水路 の漏水 ､
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取水 口 の 堆砂などで取水が困難 ､ など原因か ら潅漑稼働率が低下して い る ｡ こ の ため ､ 乾

期 の営農が制限され､ 本港漑地域の 農業生産が低下 し ､ 農民は 困窮 して い る ｡ 主なリハ ビ

リ内容 は以下の ようで ある ｡

i) 取水 口 ､ 護岸の改善

ii) ポンプ､
モ ー タ ー

､
コ ン トロ

ー

ル パ ネル ､ トラ ンス等の 修理 ･ 更新

ii i) ポンプ小 屋 の 建て替え

i v) 幹線水路の 破損箇所の修理 ､ 分水工 の 改善

BW D B は上述 の施設復旧リハ ビリを緊急課題 として おり､
BWDB が維持管理するポンプ場の う

ち大規模な 5 地区 につ い て リ ハ ビリ を実施 し ､
こ れ と平行 して リ ハ ビリ と施設維持 の マ ニ

ュ アル を作成 したと して い る ｡ B VD B は この リハ ビリ を モデル と し､ ユ ー ザ ー 管理 を含むマ

ニ ュ ア ル によ っ て L L P S cb e m e の全体にわ た るリ ハ ビリ の 促進 と ､
｢ バ国+ の ポン プ潅漑の

維持管理 に普及させ ､ 健全なる潅漑事業を持続 させる ｡

(2) リ ハ ビリ計画

1) 優先地区の 選定

L L P S cb e m e は9 5 箇所あるが ､ そ の うち 4 1 箇所はポ ンプ場の 管理 (財産権 も含め) を 恥t e r

口s e r
'

s A s s o c i a t i o n ( 恥t e r M a n a g e m e n t A s s o c i a ti o n) に移管 した もの を除き 54 の 内か ら

優先地区を選定す る ｡ そ の 選定の 第
一

次スクリ
ー

ニ ング として ､ 以下の 条件下にあるポン

プ場は 緊急リ ハ ビリに は含めない ｡

i) 河川 の 流心 (S t r e a m C e n t e r) が移動 し､ 取水が容易にで きない ポンプ場 ( 大

規模な河川工事が必要 となる)

ii) 取水 口 ･ ポ ンプ場 が洪水 によ っ て 流されて い るポン プ場

第二 次スクリ ー ニ ングとして は

i) 大きな河川工事を伴わずリハ ビリ経費が効率的で ある こ と

ii) 稗益農民が多 い こ と

iii) 維持管理組織が機能 して い る こ と ､

i v) 農民の潅漑意欲が高 い こ と

などを理 由に以下の 5 地区を選定 し､ そ の 施設内容 は下表 の通 りで ある ｡
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リ ハ ビリ優先潅漑地区の施設内用

N a m e o f i rr lg a ti o n

P rO l e C t

u nil
B o al m a ri Bl o ck l-

M

S h ald a m g a B lo ck
一

3 L L f
l

Bl o ck-4 L L P B lo c k, 5 L L P 81 0 C k- 6 L L P

N a 皿 e O f ci I Cle

T h a b rg a o n O & M T h 血 1 rg a O m O & M T 血 血 rg a o n O & M Tもa 血 rg a o m O & M T b 血 rg a o n O & M

Ci rcl e
,
B W D B

,
Ci rcl e

,
B W D B

,
C i∫Cle

,
B W D B

,
Ci rcl e

,
B W D B

,
Ci rcl e

,
B W D B

,

T h 止 u r g a o n T h 血 rg a o n T h a 血 r g a o n T b 血 rg a o n n 止 u r g a o n

N a m e o f di vi si o n

P a n c血a g a ∫h O & M P 弧 Cll a g a 血 0 & M D i n ajp q r O & M D i皿勾p u - 0 & M D in ajp u r O & M

D iv isio m
,
B W D B

,
D iv k io n

,
B W D B

,
D i vi sio 皿

,
B W D B

,
D ivi si o n

,
B W D B

,
D ivi 5i o n

,
B W D B

,

P a 皿C b a g a rb P a ll Ch a g a rh D i n ai p u r D i皿 ai p 11 r Di m ai p u r

Ⅰ
-β C alio

n v ith U p a zila U p a zila D ebi g o nJ , U p a zil a D e big o Iり, U p a zil a D ebig o 町 U p aヱila D eb ig o -リ, U p a zila D ebig o 町

& D i5t ∫i ct D is ti . P a 皿 Ch a g a rll D is li . P a n c h a E a 血 D isti . P a n ch a g 打 h D is ti . D in ai p n r D is li . D im ai p u r

b ig atio n a ∫e a h a 6 8 0 1
,
0 1 2 1

,
0 12 5 2 (i 5 2 6

N a m e o f riv e r o f In t a k (:

W at e l

K ro t o y a m o t o y a A l r ai A t rai A l r ai

N ll m b e r o f p u m p s u 几it 8 1(i 1 6 8 8
‾
U l が レ▲ ld l

B
G / U l l ⊂

m

3

/ m i m 6
,7 8 6 .7 8 6

.
7 8 6

.
7 8 6

.
7 8

ー D ia 血 et e r O f P 11 m P m m 2 5 0 2 5 0 2 5 0 2 5 0 2 5 0

ー P u m pi n g Lifl m 1 0 10 1 0 1 0 1 0

ー M o t o r O ローp ロー R w 1 8 18 1 8 1 8 1 8

P o w e r s o l汀 C e Ele c 暮ric I〉o w e r E k d lic f
1

0 W C r El e c t ric P o w e r Ele c t ric P o w e r E le d 丘c P o w e r

b l a 上e w at e r v ol u 血 1e m
3

/s ∝ 0 .5 42 1 .0 8 5 1 .0 85 0 .5 4 2 0 .5 42

L 血e c a n al le n g 仇 血 7 .2 12.8 13 .6 8 .2 5 .2

2) リハ ビリ計画の 内容

上記の 5 箇所の 産漑プロ ジ ェ クトの施設に は以下の よ うな問題が生 じて い る ｡

i) 取水口 が取水 口が堆砂で ふ さがれ ､ 取水が困難

ii) ホ ンプ､ モ
ー タ ー

､ が老朽化 ･ 披損､ して い るためポンプ運転が困難

ii i) サ ク シ ョ ン/てイ ブ とデリバ リ
ー パ イプ の 破損によ りポン プ運転が困難

i v) 変圧器が焼け付き機能 して い ない

Ⅴ) 水路施設の 一

部が破損或い は老朽化 し漏水が生 じて い る

vi) ポ ンプハ ウス の老朽化 ､ 管理に危険な狭い ポ ンプ室

尚ブ ロ ッ ク 4 で は ､ 河川の 流心が ､ 取水 口 よ り離れた位置にある の で ､ 導流提 ( 蛇籠堤)

な どの 設置 により流心の移動が必要になる ｡ 5 箇所 の 潅漑プロ ジ ェ ク トの 内容は 下表の よう

にま とめ られ る ｡ 尚t+ ハ ビリに当た っ て は以下の ような点 にお いて 配慮な されなけれ ばな

らない ｡

i) ホ ンプ場の単なるリハ ビリで はなく ｢ 改良 ･ 刷新+ を図る

ii) 現在の ポ ンプは小 口 径を多数セ ッ トして い るが ､ 最適台数 を取水口 構造 と

合わせ て改善す る

iii) ポ ンプ場の 安定は洪水に対処で きる堅牢な護岸の 計画する

3) 実施機関

本 プロ ジ ェ クト実施機関は M i ni s t ry W at e r R e s o u r c e : 帥D B であり ､ プ ロ ジ ェ クト完了後

管理は B W D B の 支局で ある D i n aj p u r O/ M o ff i c e と P a n c h a g a r h O/ M O ff i c e である ｡
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4) 維持管理 と組織

ポ ンプ場､ 水路ネ ッ トの維持管理 ､ 水管理 は 恥 t e r U s e r
'

s A s s o c i a ti o n が主 とな っ て行

い
､
恥t e r 口s e r

'

s A s s o ci a t i o n に と っ て技術的に難しい ポ ンプ器機 の点検 ､ 修理や運転

管理は BⅦD B の 管理支局が行う もの とす る｡ また施設管理 に必要 とされ る電気代､ 施設管理

に 必 要 な 諸経 費 は水 を利 用 す る 農 民 か ら 水代 と し て 徴収 さ れ る ｡ 尚 ､ 恥t e r 口s e r

A s s o ci a ti o n が行う主な管理業務は以下の 通 りで ある ｡

)

)
.

1

)

)
･

1

･

1

V

取水 口 の 土砂堆積管理

ロS e r の 要請に応 じたポンプ運転管理

水路 の分水 ､ 配水管理

水路の維持管理 ( 水路掃除､ 土砂排除)

5) 基本設計調査内容

本 P r oj e c t の 改修 ･ リ ハ ビリ の 実施 の ため には以下 の ような調査が 必要 で ある ｡

･ 河川洪水量 の調査

･ 潅漑必要量 の調査 ( 栽培作物調査を含む)

･ 取水施設 ､ ポ ンプ施設の I n v e n t o r Y S u r V e Y

･ 稗益農家の 経済事情 と地域経済効果

･ ポンプ場揚水方法の検討 とポンプ選定

･ 電気供給設備の 調査

･ C a n al N e t v o rk 施設の調査

･ 維持管理機材の 選定

･ 維持管理組織の 有無と体制確立

･ 批素汚染 と水質 ･ 環境調査

･ 改修に伴う測量､ 地質調査

･ 基本設計に係る設計と積算
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3 . 3 総合所見

｢ バ国+ は洪水やサイ ク ロ ンの 発生する天 候不順 の 年には米 で さえ自給が 不安定となる生

産状態 に陥る ｡
当該国 に と っ ては農産物 の 安定生産は依然 として最重要点課題で ある ｡ 農

業 へ の 就業人 口が多く ､ またそ の 多くが小 規模農家で あり ､ テ ナ ント農民 ( 土地な し農民)

で ある ｡ 農業の 生産性を上げる には潅漑に より適正 は肥培管理に よる生産性 の 向上､ そ し

て港漑による 土地利用効率 をあげて生産 を上げる こ とである ｡ そ のた め には乾期､ 或い は

雨期との 端境期に効率的に潅漑 を行い ､ 土地利用率を 20 0 % 以上 目指す こ とが重要な課題 で

ある
｡

本件調査対象地域で ある北西部は､ 雨期の 冠水被害が 少なく ､ 雨期の 米作 ､ 乾期は潅漑 さ

えすれ ば､ 野菜や芋 ､ タバ コ など多様な畑作 の耕作が可能な農業地帯で ある ｡
｢ バ 国+ は 1 960

年代か ら西部地域 で河川 水を利用 した L L P S ch e m e に よる潅漑計画 を実施き て い る｡ しか し

な が ら ､
これ らの 施設は 全体的的 に老朽化 してき て い る ｡ ホンプ施設は 一

部破損や部品が

消失 して い る ｡
しか し､ 現在で は これ らの 部品の補給が不可能 とな っ て い る ｡ 取水 口 は土

砂が堆積 して ポン プの サク シ ョ ン パイ プが充分機能 して い ない ｡ また幹線水路の 漏水な ど

が原 因で港漑施設が機能停止状態 にある｡

こ の ような施設の リ ハ ビリ を図る こ とは ､ 既存の 水路ネ ッ トワ ー

ク を 生か し､ 潅漑用水 を

配水する こ とが で き､ リハ ビリ後の維持管理も現在組織されて い る 恥 t e r 口s e r
'

s

A s s o c i a t i o n に引き継ぐこ とがで きる ｡ 潅漑施設の リハ ビリは乾期の 耕作を可能に し､ 地域

の 農業生産を拡大 し､ 農民の 収入改善､ テ ナント農民の 雇用機会を創出する こ とが期待 で

きる
｡

リハ ビリ計画は
一 度にす べ て の港漑地区 の 改善は無理で あるた め ､ リハ ビリ効果が高く ､

稗益農民が多 い地区を 5 地区選び こ れをモデル的に行う こ とを提案す る ｡ 次に フ ェ
ー ズ分

けを行い ､ 優先順位に残りの リハ ピー+ を行う こ とが妥当と判断 される ｡ また ､ 第
一

フ ェ
ー

ズでは ､ 将来 に向けたリハ ビリの 手順やリハ ピー+ 計画
･ 実施の 技術 ､ さ らには維持管理 の

マ ニ ュ アル を作成する こ とが提案 できる ｡
こ の マ ニ ュ アル は B W D B によ る港漑復旧 ･ リハ ビ

リに役立ち､ 恥 t e r 口s e r
'

s A s s o c i a t i o n が行う水管理､ 維持管理に役立つ もの で あり ､

さら には全国に広が るポ ンプ港漑地区 へ も利用で きる もの とする こ とが重要である ｡

1
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4 . チ ッ タゴ ン丘陵地域荒廃地回復計画

4 . 1 地域の概況

チ ッ タゴ ン丘陵地域(C 耶) はバ ングラデシ ュ の 南東に位置する丘陵地域で ､ ラ ングア マ テ イ

(R a n g a m a t i) ､ バ ンダルパ ン(B a nd a rb a n) ､ クガアル チャリ( 馳 ag a c h a r i) の 3 つ の D i s t r i c t

か らなり ､ そ の総面積は 1 3 , 295k m z である ｡ 平地が地域の 5% 以下を占め ､ こ こ では定着農

業が可能で ある ｡ 残 りの 9 5 % に相当する地域 には樹木が あり ､ 畑地 ､ ア グロ フォ レス トリ ー

､

お よび 山林 とな っ て い る ｡ C ⅢT は多種多様な 動植物の 生 息地 となっ て い る ｡ さら に少数民族

が焼畑農業を営 ん で い る ｡ 現在約 4 万 b a の 土地が ､ 4 ､ 5 年 の サ ー

クル で 焼畑農業に利用 さ

れてお り ､ こ の 状態は ､ 土壌の 肥沃度 ､ 生物多様性 ､ お よび森林 の 回復 を困難に し､ 結果

と して ､ CI汀 の 全体的な生態系を徐々 に悪化 させ て い る ｡

一 方過去 20 年間にお いて 政府 による平地か らの 定住計画や新たな出生に よ り､ CII T の 人 口

は倍増 し ､ 13 0 万 b a の 山地 に 1 20 万 人が住 む状況となっ て い る ｡ こ れは既 に C [ T の 収容能

力を超 えて い る ｡ さらに ､
1 97 4 年以来地域で はびこ っ て い る暴動 によ り正 常な経済開発行

動 が影響 を受 け､ 少数民族 とベ ンガル人 との 間に民族的不信が増 して お り ､
これ らの 結果

開発環境が損なわれて い る ｡

1 9 9 7 年 1 2 月 ､ バ ン グラデシ ュ 政府 と少数民族代表との 間で平和協定が結ばれ ､
こ こ に当該

地域の 開発環境が 回復 し､ 政府 と地区住民の 間には協調 して 当該地域の 開発を推進す る機

運が熱して い る ｡

C H T 地域か らの 主要な輸出産品は ､
バ ナナ ､ /てイナッ プル ､ ジ ャ ッ ク フ ル

ー

ツ などの果物､

木材そ の 他の 林産物である ｡
C H T 地域の 少数民族 は ､ 前世紀以来 ､ 林業を生業の 基礎 と して

い る
｡
CIiT の森林は ､ 現在乱開発や人 口増加によ り大きく荒廃 してお り ､

こ の 荒廃は地域社

会や環境に もお よん で い る ｡
1 9 98 年以来 ､ 国や国際機関は同地域の 持続可能な経済的 ｡ 社

会的開発を重視 し､ 村落開発が実施 され ､ 同地域の 1 0 年開発計画が調査 されて い る ｡ また

給排水プロ ジ ェク トが実施 されて い る ｡

C 耶 地域の 農林業生産 システ ムは ､ 森林を基礎 とした環境 シス テ ム の 回復によ っ て強化する

こ とが可能で ある ｡
こ の ため には ､ 特に社会林業､ ア グロ フ ォ レス トリ ー

､ お よび営農 シ

ス テム の 開発が必要 となる ｡ 地域 の 貧民が 森林部門 へ の 投資か ら生存 の ための 持続的見返

り を得るまで には 7 ～ 1 0 年を要する ｡ したが っ て ､ 森林や営農 シス テム か ら短期的な持続

的見返 りを得る方法 として ､ 伝統的な土地利用に加えて ､ 民族植物学や薬草の 開発や商業

的利用が検討 されて い る ｡

1
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柑丁 地域の 土壌､ 生物 ､ お よび気候的条件は多種多様な植物種の 栽培に適 して お り住民もま

た これら に通 じて い る｡ 本計画 は ､ C E T 丘陵地域 にお ける現状の 分析と開発ポテ ンシ ャル を

検討 し､ 適切な開発計画を立案す る もの七ある ｡

4 . 2 チ ッ タゴ ン丘陵地域荒廃地回復計画

チ ッ タゴ ン丘陵地域の 開発に対 して は ､ 最近 ､ チ ッ タゴ ン丘陵開発省が設置され ､ UN I C E F ､

A D B な どの 国際機関と協力して 多くの 協力プロ ジ ェ ク トを策定 して い るが ､ 実施 に至 っ て い

ない も の が多 い ｡ こ の ため ､ こ の地域の マ ス タ
ー プラ ンを策定し ､ 各機 関と協力 して ､ 実

施 の プライオリテ ィ を策定 ､ プライオリテ ィ の 高 い プロ ジ ェ クトか ら実施する こ とが 緊急

の課題で ある ｡

そ の 対策 と して は次の こ とが考え られ る ｡

1) 潅激排水 ､ 洪水防御､ 土壌保全施設の 更新お よび新設 ､ 潅漑排水 シ ス テ ムの 合理化｡

2) 合理的な土地利用計画の 策定 ｡

3) 効率の 良い 農業市場 シス テ ム の構築｡

4) 農業支援シス テム の 再構築｡

5) 小規模私有農家に対する農業資金 シス テ ムの 改善

6) 丘陵地開発 の ための 研究施設の 再構築

(1) 目 的

こ の 調査 の 目的は次の よ うに考えられる

1) こ の 地域にお ける 持続可能 な農林生産物の 生産強化 の ため の 総合的な農林業農村総合

開発計画の 基本的な開発計画を策定 し､ バ ングラデ シ ュ 国側 と協力 して ､ 開発計画の 中

に含まれる種々 の プロ ジ ェ クトの 優先順位付け行な い ､ 最優先プロ ジ ェ クトの 中か らパ

イ ロ ッ トプロ ジ ェ クトを選定する ｡

2) 選定された優先プロ ジ ェ クトに つ い て ､ フ ィ
ー ジ ビリテ ィ レベ ル の 調査を実施 し､ 技術

的 ､ 経済的､ 財務的可能性を明らか に し､ す べ て の 点で 良好な もの をパイ ロ ッ トプロ ジ

ェ クトとす る ｡

3) 調査の 過程 にお い て ､ カウ ンタ ー パ ー トに対 し､ 技術移転 を行なう ｡

(2) 調査の対象地域

チ ッ タゴ ン丘陵地域約 13 ､ 000 k m2 を対象 とする ｡
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( 3) マ ス タ ー プラ ン調査

調査は P b a s e I お よび P h a s e Ⅱか らなる ｡

1) マ ス タ ー プラ ン調査(P h a s e I)

こ の 調査 は調査地域の 現況および こ の 地域の 開発 を阻害 して い る 問題に対 し ､ バ ングラ

デシ ュ 国チ ッ タ ゴ ン丘陵開発省お よ び関係省庁と協力 して持続可能な具体的な対策 を作

成 し ､ 農林業農村開発 の マ ス タ r プラ ン を策定する ｡
マ ス タ ー プラ ンの 中の 個 々 の プロ

ジ ェ ク トの優 先順位付 けを行 い ､ 優先 プロ ジ ェ クトの 中か ら パイ ロ ッ トプロ ジ ェ ク トを

選定す る｡

こ の ため に ､ デ ー タ ､ 情報 をで きるだ け収集 し ､ 分析 を行 う と ともに ､ 既存 の 開発計画

を レ ビ ュ
ー し

､ 問題点 の解析お よ びそ の 対策を作成する ｡ そ の 際 ､ 地域的条件別(気候 ､

地形 ､ 標高など) および小セ クタ ー 別(営農 ､ 林業 ､ 畜産 ､ 普及 ､ 加工処理 ､
マ

ー

ケ ッ ト､

農業研究組織､ 農民組織､ 潅漑排水 ､ 洪水対策 ､ 土壌保全 ､ 農道 ､ 給水など) に問題点を

整理 ､ 分析を行い ､ 持続 可能な具体的なプロ ジ ェ ク トを策定す る ｡ 優先順位付けの 基準

はで きるだけ客観的 に設定す る ｡ 速効性 ､ 効果的で あり ､
バ ングラデシ ュ 国丘陵地域の

モ デル になりうる もの か ら選 ぶ こ とが必要である ｡

2) フ ィ ー

ジ ビリティ調査(P h a s e Ⅱ)

1) の 手順を ふん で選定 された パイ ロ ッ トプロ ジ ェク トに対 し ､ フ ィ
ー

ジ ビリテ イ ･ レ ベル

の 調査 を実施す る ｡
こ の 調査 中､ 併行 して次の ような試験施設を設置す る｡ こ の 試験施設

を設置する こ と により ､ 具体的な施設を見せ る こ とによ り ､
バ ン グラデシ ュ 国政府職 員お

よび関係農民 を啓蒙する こ とに も役立 つ こ ととな る ｡

● ふ ん尿 を燃料 と して 利用す る試験施設 ､ 太陽エ ネル ギ ー を利用 してポ ンプ､ 農産物処

理 ､ 加工などの た めの 試験施設( 詳細 は添付資料の T e r m s o f R ef e r e n c e f o r tb e S t ud y

O n tb e S u s t ai n ab l e I n t e g r a t ed Ag r o-F o r e s t r y D e v e l o p m e n t i n Chi t t a g o n g H ill T r a c t

を参照されたい)
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4 . 3 総合所見

農林業生産体制の 再構築に と っ て 最も重要 と思われる点 は ､ 農地の 改革 によ っ て ､ 土地な

し農民をで き るだけ少な く し ､ 市場経済の 中で如何 に して 自立 して い くか で ある ｡ 今まで

の 体制の 中で経営意識の 薄か っ た農家の 意識を変 えて い く とい う間遠も重要な フ ァ クタ
ー

で あるが ､ 基本的に は持続可能 となるよ うな農林業生産整備が必要 と考えられる ｡ 潅激排

水農業に必要な基幹施設はある程度存在するが ､ 維持管理が不十分なた め ､ 利用効率はか

なり低下 して い る ｡ これらの 施設を新設 ｡ 更新し､ 有効に利用 し ､ 新た に構築す る農林業

生産体制 に組み 込 む こ とは緊急的課題 で あ る ｡ 生産体制 の 再構築に は ､
ハ ー

ドの 分野 と し

て ､ ポンプ場 ､ 潅漑排水施設以下末端 に至 る潅漑排水施設の 整備 ､ 土壌保全施設 ､ 道路 ､

ソ フ トの 分野 と して は ､ 集荷場 ､ 貯蔵 ｡ 加 工 施設 ､ 農業研究組織 の 再構築 ､ 農民意識の 改

革 ､ 農林業組合お よび水管理組織の 再組織化 ､ 流通機構等改善す べ き点は多々 あるが ､ 農

業開発 を促進する上 で こ こ に あげた マ ス タ ー プラ ン 調査 を行う こ と は極め て 重要 と考 え ら

れる ｡

( 技術的可能性)

個 々 の 技術 に つ い て は ある程度の 水準に ある と考え ら れる が ､ 今後 ､
マ ス タ

ー プラ ンの よ

うな全体計画を立て る上で外国の 技術協力が必要 とな っ てく る と思われる ｡ 基本的な建設

技術 ､ 管理技術お よ び研究の 蓄積 はある程度ある よう に感 じられた ｡ カウン タ パ ー トと し

て の 相手国政府技術者の 技術 力に関して は プロ ジ ェ ク ト遂行上 ､ 全く 問題ない ｡

( 社会 ･ 経済的可能性)

バ ングラデ シ ュ 国 の農林業部門は厳 しい 自然環境に あるが ､ 伝統的な重要な生産部門で純

生産で全部門の 1/ 3 および労働人 口 の 2/ 3 を占め ､ 生産 は停滞 ､ む しろ穀物の 生産は減退

して い る
｡ 農林業 の 生産性 を向上 させ るため には ､ 農林業に適 して い る地域に潅概排水施

設､ 洪水防止施設 ､ 土 壌浸食防止施設の 整備 ､ 農業支援体制の 整備 ､ 特 に ､ 農地の 改革が

遅れ て い るの で ､ 土地な し農民に土地を与え る政策 を促進する こ とは主要穀物の 増産 を可

能にするため に は極めて 緊急の 課題で ､ バ ングラデシ ュ 国農業に と っ て 非常に大きな効果

が期待され る ｡

(現地政府)

当プロ ジ ェ クトの 担当の チッ タゴ ン丘陵開発省は最近新設 された ｡ バ ン グラデシ ュ 国政府

内で も新たな組織 の 一

つ で ある ｡ チ ッ タゴ ン丘陵地域の 農林業生産体制の 改善は市場経済

を活性化する の み な らず､
バ ン グラデイ シ ュ 国の 少数民族対策お よ び治安維持の 面か ら も

極め て 重要 で ､ 国家経済の 安定には必須の 課題 で ある ｡
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国名 : イ ン ド国

案件名 : ウ ッ タ ラ ン ジャ ル州農村社会改善の ための農業農村総合開発 計画
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ウ ッ タ ラ ン ジャ ル州農村社会改善 蜘 鼻翼畳鞋塾生盟畳鼓璽

i良

才

ー 1 -

ク ッ タ ラ ン ジ ャ ル 州平地部 にお ける
一 般的な農村風景｡ 殆 どの 農地は天

水 田で ､ 潅漑されて い る農地は平地

部で 43 % ､
丘陵部 で 12 % しか ない ｡

平地部 の 一 部地域で 始め られて い る

有機農法に よ る稲作 の モ デ ル 圃場 ｡

今後 こ の 有機農 法は丘 陵地も含め全

州 へ の 普及が期待されて い る ｡

平地部の モ デ ル 農村にお ける有機栽

培 に つ い て の 住民 へ の説明会｡ 州 の

普及員と住民とで熱心 に討論が行 わ

れ て い る｡



母

一

2 一

有機農法が行 われ て い る モ デ ル 農

家に設置され て い る堆肥施設 ｡ 牛

の 糞尿と わら類 を堆積発行 させた

有機月巴料 が作られ て い る ｡

州 の薬 草 ･ 芳香植 物 の 試験場 で 栽

培されて い る芳香植物 ｡ 山岳 ･ 丘 陵

地 域 の 住民に対す る支援策 の
一

つ

と して 普及 ･ 改 良計画が 始 め られ

て い る｡

州 の林 業試験場に 設けられ て い る

竹 の試験栽培 ｡ 日本 ､ 中国､ 東南

ア ジア か らの 各国 の竹が 集められ

て展示 されて い る ｡



1 .

- イ ン ド国 の
一

般事業

1 . 1 自然条件

(1) 国土 と地形

イ ンド国は南西ア ジア に位置 し ､ アラ ビア海と ベ ンガル湾に面 した約 7 , 000 k m の 海岸線を

持ち ､ 南北最大 3 , 2 1 4 k m に及ぶ広大な国土を有 して い る ｡ そ の 面積は 3 , 287
,
263 k m

2
と世界

第 7 位 ､ 日本の 国土面積の 約 9 倍を有 し､ 北西に パ キスタ ン ､ 北東にネ パ ー

ル ､ ブ ー

タン ､

中国 ､ 東にバ ン グラデ シ ュ ､ ミ ャ ン マ
ー と国境 を接 して い る ｡ 国土 を形成す る地形 は ､ 北

部の 山岳部 ､ 中央部の 平野部 ､ 南部 の 半島部か ら成 っ て い る ｡ 北部の 特徴と して は ､
カラ

コ ルム 山脈 ､
ヒマ ヤ ラ山脈 ､

バ ミ
ー

ル 高原 ､
ヒ ン ド ー

ク シ 地方 の 世界有数の 山岳地帯 とそ

の 南方斜面よ り構成されて い る . 中央部は ､ ガンジス 川､ ブラ マ プトラ川を 中心 と した東側

の ヒン ドス タ ン平野 とイ ンダス 川流域の 西側の 湿地帯等で構成 され る広大な 沖積層 の 平原

で ある ｡ 南部の 半島部分は ､ デカ ン高原を中心と し ､ そ の 東側 に 600 m 級 の東ガ ー

ツ 山脈 ､

西側に 900 ～ 1
,
20 0 m 級 の西ガ ー ツ山脈か ら成る ｡ 北側 には マ ハ ナジ川 ､ ナル ダバ 川の河川

が横たわ っ て い る ｡

(2) 気 候

イ ン ド国の 国土 は ､ 南北に長く ､ 山岳 ､ 高原 ､ 平野地帯 と分か れ ､

面 して い るため ､ 地域 により い ろ い ろな気候 の様相 を呈 して い る ｡

的 に見 る とモ ンス
ー

ン気候で あり ､ 分類す る と以下 の ようなる ｡

1 2 ～ 3 月

3 ､ 4 ～ 6 月

6 ～ 9 月

9 ～ 1 2 月

涼 しく乾燥した冬

暑 く乾燥 した 夏

モ ンス ー ン期( 雨期)

ポス ト南西モ ンス
ー

ン期

また ､ 半島部分が海 に

イ ン ド国の 気候を全体

イ ンド国の気候は年降水量によ り特徴づけられ ､ 分類を行なう と次の ようになる ｡

8 00 ～ 1
,
0 00 m m

l
,
0 00 ～ 2

,
000 m m

2
,
0 00 皿 以上

マ ドラス 地方､ 南部および北西デカン高原 ､ 北部ヒン ドス タン平野

北東高原 ､ 中部 ヒン ドス タン平野

イ ン ド西海岸､ 西 ベ ンガル ､ ア ッ サム 地方

1 . 2 社 会

( 1) 人 口

イ ン ド国の人 口 は中国 に次 い で世界第 2 位であり ､ また ､ 年平均人口 増加率におい て は中

国を上 回っ て い る ｡
1 950 年以降の 人口 の 推移 ､ 男女別 の 平均寿命 ､ 識字率を下表に示す ｡

2 - 1



人口 の 推移は独立後 ､ 医療の 改善に より死亡率の 低下が急速 とな り ､ 出生率 との 格差が広

が り ､ 高い 増加率が続い て い る ｡ なお ､
19 80 年か ら 199 0 年ま で の 人口 増加率は 2 . 1 % で あ

り ､ か つ 都市部 へ の 人口 の 集中化が年々 進んで い る ｡ また ､ これら多くの 国民は様々 な民

族 ､ 宗教 ､ 言語を持ち ､ さらに独自の 社会制度等がか らみ あい 複雑な社会を構成 して い る ｡

イ ン ド国の 人口等 の推移

年 19 50/ 51 1 960/ 61 1 970/ 7 1 1 98 1 1 99 1 20 0 1

人 口 ( 百万人) 36 1 . 1 4 4 2 . 4 5 5 1 . 3 68 3 8 4 6 1
,
02 7

平均寿命
男 3 2 . 5 4 1 . 9 4 6 . 4 5 0 . 9 57 . 7 6 2 . 3

女 3 1 . 7 40 . 6 4 4 . 7 5 0 . 0 58 . 7 6 5 . 3

識字率 1 6 . 6 2 4 . 1 2 9 . 5 4 3 . 6 52 . 2 6 5 . 4

( 2) 民 族

イ ン ド国 にお ける民族 は次の とお り で ある ｡

1) 原始部族( ドラヴィ ダ以前の 先住民)

2) イ ン ド･ アーリア族

3) スキ ト ドラヴィ ダ族

4) ア 丁 リア ･ ドラヴィ ダ族

5) モ ンゴ ロ ･ ドラヴィ ダ族

6) ドラヴィ ダ族

7) モ ンゴ ロ イ ド族

(3) 言 語

イ ン ド国内の 言語は ､ 公用語 と してイ ン ド国憲法により 18 言語が公認 されて お り ､ さら に

英語 を準公用語 と して 認めて い る ｡

(4) 宗 教

イ ンドにおける宗教別人口割合を示す ｡

1 99 1 年 198 1 年 1 9 7 1 年

1) ヒンズ ー 教

2) イス ラム教

3) キリス ト教

4) シ ー ク教

5) 仏 教

6) ジ ャイ ナ教

7) そ の他

8 2 . 0%

1 2 ､ 1

2 . 3

1 . 9

0 . 8

0 . 4

0 . 4

8 2 . 6%

11 . 4

2 . 4

2 . 0

0 . 7

0 . 5

0 . 4

82 . 7%

1 1 . 2

2 . 6

1 . 9

0 . 7

0 . 5

0 . 4

2
･

2



1 . 3 政治 ･ 経済

(l) 政 治

イ ン ド国は 2 5 州 と 7 つ の 中央政府直轄地か らなる連邦国家で ､ 州政府にかなり の 自治が認

め られて い る｡ 大統薗は 国会両院と各州下院議員によ っ て選 出され ､ 首相は大統街が任命

する ｡ イ ンド国の 政体 は共和制で あり ､ 議会は 2 院制とな っ て い る(上院 2 50 議席 ､ 下院 545

議席) ｡

1 9 9 8 年 2 ～ 3 月 の 第 1 3 回下院総選挙の 結果 ､ イ ン ド人民党 (BJ P) が第
一

党 とな り ､ 同党を

中心 とす る連立政権 ( バ ジ/てイ首相) が成立 した｡ しか し､ 1 99 9 年 4 月 国会下院で 同政権

の信任が否決され ､ 下院が解散 された ｡
そ の 後の 19 99 年 9 ～ 1 0 月 の 総選挙後 ､ 10 月 1 3 日 ､

再 び第 一 党 とな っ た B J P を中心 とする ｢ 国民民主連合 (ND A) + 政権 ( バ ジバ イ首相) が発

足 した｡

( 2) 経 済

イ ン ド国は独立以来 ､ 混合経済体 制下で重工業を重視 し輸入代替工 業化政策 を進めて きた

が
､
1 9 9 1 年外貨危機を契機 と して経済自由化路線 に転換 し､ 産業ライセ ンス 規制緩和 ､ 外

貨積極活用 ､ 貿易制度改革､ 為替切 り下 げと変動相場制移行等を柱と した経済改革政策 を

断行 した｡ そ の 結果 ､ 危機を克服 したの みならず､ 19 90 年代中盤 には 3 年連続 で 7 % を超

え る 高い実質成長率 を達成｡
2 0 0 0 年度以降 ､ 国際原油価格高や 世界経済の 減速等の 対外的

な要因の影響 もあっ て ､ 経済成長率 は 20 00 年度 4 . 0 %
､
20 01 年度 5 . 4 % ､ 200 2 年度 は 4 . 3 %

とな っ て い る
｡

一 人あたりの 国民総所得に つ い て は ､ 依然 500 ドル に及ばず低開発国に位

置づけられ る ｡ バ ジ バイ政権は ､ 今後 も 一 層経済改革 に積極的 に取り組む姿勢を示 し ､ 財

政構造改革 ( 補助金 の削減 ､ 公営企業改革 ､ 税制 の簡素化) や国際競争力の ある経済の 構

築 ( イ ンフ ラ整備の 推進 ､ 更なる外貨参 入 の促進 ､ 耶0 取極 に対応 した労働法規や知的財産

権法 の整備) を主要な課題 と して 取り組んで い る ｡

1 . 4 我が国 の援助実施状況

｢ イ+ 国は南西ア ジア におい て 政治 ･ 経済上 重要な役割を担 っ てお り､ また我が国 と伝統

的 に友好関係 にあっ て ､ 人 口 の 3 分の 1 が貧困状態 に置か れて お り援助需要は 高い こ とか

ら ､ 我が 国は ｢ イ+ 国 に対 して積極的な援助 を実施 してきて い る ｡ 1 998 年の核実験以来 3

年以上 にわた っ て続 い て い た経済措置が 200 1 年 1 0 月に停止 された｡ そ の 後､ 森政府特使

の 派遣 とヴァ ジ/てイ首相の訪 日を経て ､ 2 00 2 年 3 月 に政策対話ミ ッ シ ョ ンが派遣された結

果 ､ 我が国 は ､
｢ イ+ 国にお ける経済イ ンフ ラ整備 ､ 貧困対策 ､ 環境保全の 分野 を援助の重

点分野と して い る｡ こ の うち貧困対策 におい て ､
｢ イ+ 国の 社会セ クタ ー ヘ の 直接的支援は

2
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重要な分野 とな っ て い る ｡ 具体的に は ､ ( 1) 保健 ･ 医療 ( 基礎保健 ･ 医療の 改善と ともに人

材育成 ､ 安全な飲料水の 供給等) ､ (2) 農業 ･ 農村開発 ( 人口 増に対応 した食糧自給維持 を

図るため の 農業生産性向上 ､ 農業イ ン フ ラ整備等) ､ (3) 人 口 ･ エイズ対策 ､ (4) 小企業支援

( 輸出振興および雇用創出の 促進) に対す る協力を重視 して い る ｡

我が国の ｢ イ+ 国に対する援助の 概況は 以下の 様で ある｡

< 有償資金協力>

1 9 5 8 年に我が 国初の 円借款 をイ ン ドに供与 して以来 ､ 対イ ン ド援助 の 中心 とな っ て い る ｡

従来 ､ 電力 ､ 肥料 工場などを中心 に供与 して きたが ､ 近年供与対象事業の 多様化 を図 っ て

お り ､ 貧困対策 ､ 環境案件も多く実施 して い る ｡

< 無償資金協力>

近年は医療等 の 基礎生活分野に対する協力 の他 ､ 債務救済､ 食糧増産援助 ､ 文化無償､ 草

の根無償等を行 っ て い る｡ 今後の援助方針と して ､ 従来通 り B a s i c H u m a n N e e d 5 (B HⅣ) に中

心を置く と して い る ｡

< 技術協 力>

イ ンド自身が近隣諸国等 に対 し技術協力 を行うなど､ 相当進ん で い る分野 もあるため ､ 我

が国技術協力における実績は多くない ｡ 1 99 1 年度 より開始された 青年招聴や ､
工業 ､ 運輸

交通 ､ 行政等 の 分野 で の 研修員受入れ を行 っ て い る ほか 近年 ､ 農業及び保険 ･ 医療分野に

おける プロ ジ ェ クト方式技術協力や運輸交通及び農業分野等で の 開発調査 を実施 して い る ｡

今後の 援助方針 と して は ､ (1) 保険･ 医療 ､ ( 2) 農業 ･ 農村開発 ､ ( 3) 環境保全を重点分野

と して い る ｡

1 . 5 第 10 次 5 カ年計画(200 2 ～ 200 7)

イ ンド国は 1 9 4 7 年 8 月 1 5 日 に英国に よる植民地支配か ら独立 を達成 し ､ 1 9 5 1 年 4 月 ～

1 9 5 6 年 3 月 の 第 一 次 5 カ年計画か ら現在 まで ､ 途中 3 匝! の 空白期間があ っ たもの の ､ 5 カ

年計画を継続 して い る ｡ 独立以来 ､ 公共部門中心 ､ 政府主導 ､ 官僚統制に よ る社会主義計

画経済を進めて きた｡ こ の 政府主導の 計画経済 は､ 国 力増進 の 成果 をあげて きたが ､ 重工

業 へ の 集中投資の 陰で ､ イ ン フ ラ整備 の 軽視 ､ 民間部門の 未発達 など､ 成長 を阻害す る要

因が目立つ ようになり ､ A S E:A N の N I E S 諸国 の めざま しい 発展か ら相対的に遅れをと っ て

しま っ た｡ 1 9 5 1 年に は大胆な政策転換 が図 られ ､ 経済 の 大幅な自由化 ､ 民間 へ の 開放政策

が導入されて ､ 現在に至 っ て い る ｡ 現在展開中の第 1 0 次 5 カ年計画 (2 0 0 2 年 4 月 ～ 2 0 0 7

年 3 月) の 目標をつ ぎに示す ｡
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最重点目標 :

付随目標 :

G D P 年平均伸長率 8 %

① 貧困率を 20 0 7 年まで に 5% ポイ ント､ 2 0 1 2 年まで に 1 5 % ポイ ン ト引き

下げる ｡

② 最低で も第 10 次計画期間中に新たに労働人口 に加わ っ た人たちには ､

有給の 良質な職を与える ｡

③ 200 3 年まで にす べ て の 子供 を学校に入れ､ 2007 年まで にす べ て の子

供に 5 年間の 学校教育を受けさせ る｡

④ 2 0 0 7 年ま で に識字率お よび賃金率の 男女差 を少な く とも 5 鵬縮小 さ

せ る
｡

(9 2 00 1 年か ら 201 1 年までの 1 0 年間 の人 口増加率を 16 . 2% まで 引き下

げる ｡

⑥ 本計画期間中に識字率を 7 5 % まで 引き上 げる ｡

⑦ 幼児死亡率を 200 7 年までに 1 , 000 人の 出生に つ い て 4 5 に ､ 20 12 年

まで に 2 8 に引き下げる ｡

(釦 妊産婦死亡率を200 7 年まで に 10 0 , 00 0 人の 出生に つ い て 200 に ､ 20 1 2

年まで に 1 00 に引き下げる ｡

(勤 国土緑化率を 2 0 0 7 年まで に 2 5 % に ､
20 1 2 年まで に 3 3% に 引き上 げる ｡

⑩ 本計画期間中に ､ す べ ての 村落が い つ で も飲料水 を入手で きる よ う

にす る｡

⑪ 2 0 0 7 年 まで に汚染された主要河川す べ て を浄化 し､ 20 1 2 年ま で にそ

の他 の指定された支流を浄化する ｡

農業開発分野の 戦略 と して ､ 挙げられて い る の はつ ぎの通 り である ｡

(D 潅漑能力および水管理強化の ため の公共投資の 再開

(診 農業 の みな らず経済活動 も視野に入れた道路網整備等 の村落部社基

盤 の 開発

③ 研究お よび研修シ ス テ ムの 整備によ る農業技術の 普及

④ 農業におけろ潜在力強化 ､
これよ り派生す る国民の 健康増進の ため

の食糧 と栄養事情改善の ため の農産物多様化 ニ
ー ズ ヘ の適合
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2 . イ ン ド国の 農業事情

2 . 1 農業 の現状

イ ンド政府は ､ 食糧自給の 達成 ､ 国民生活の 向上 ･ 安定等を目標とした 5 カ年計画を 1 9 5 1

年よ り策定 してきて おり ､ 現在第 1 0 次 5 カ年計画を実施中で ある ｡ 農業分野 におい て は ､

農産物 の 自給だけで はなく ､ 農産物及び農産物の 輸出を重点目標に据えて い る ｡ 特 に人 口

増加 によ る食糧需要の 増加に見合うだけの 食料生産 を確保す るために ､ 農業生産性 の 向上

を最重要 目標 と して い る ｡

国 内総生産 に占め る農業の 割合は ､ 産業構造の 変化 に伴い 比重は低下 しつ つ あるが ､ 農村

人 口 は 7 割 を超え ､ また ､ 就業人 口 の 6 割 が農業に従事 し現在 も増加傾向にあるな ど､ 農

業は依然 と して国民経済の 中で 重要な分野とな っ て い る ｡ 1 9 9 9 年 における農業就労者数は ､

耕作者 と農業労働者 を含め 2 億 6 2 7 7 万人 と推定 され ､ 全労働者数 の 6 0 . 1 % を占め る ｡

農地面積は ､ 1 億 7 0 0 5 万 b a で ､ 国土面積の 5 2 % を 占めて お り ､ 穀物収穫面積で み る と全

体 の約 4 割が コ メで ある ｡ 農家の 経営規模は ､ 所有農地面積が 2 b a 以下の零細 ･ 小規模農家

が全体 の約 8 割を占めて い るが ､ 農地面積で は全体 の 3 2 % しか保有 して い ない ｡

主要農作物 は ､ コ メ ､ 小麦 ､ サ トウキ ビ ､ 紅茶､ コ
ー ヒ ー

､
ジ ュ ー ト等で ､ 紅茶に つ いて

は世界第 1 位 の 生産国で あり ､
コ メは中国 に､ サ トウキ ピはブラジル に ､ ジ ュ

ー トはバ ン

グラデッ シ ュ に次い でそ れぞれ世界第 2 位 の 生産国で ある ( 2 0 0 0 年) ｡

1 9 9 6 - 2 0 0 0 年における主要農産物の 生産状況は下表の 通りで ある ｡

( 単位 : 万 トン)

1 9 9 6 1 9 9 7 1 9 9 8 2 0 0 0 2 0 0 1

コ メ(籾) 1 2 , 2 5 0 1 2 ,5 5 3 1 2
,
8 9 3 1 3

,
2 3 0 1 3

,
4 1 5

小麦 6
,
2 1 0 6

,
9 3 5 6

,
6 3 5 7

,
0 7 8 7

,
4 2 5

サ トウキ ピ 2 8 , 2 0 9 2 7 ,7 2 5 2 6
,
2 0 9 2 9

,
5 7 0 3 1

,
5 1 0

紅茶 7 8 8 1 8 7 7 5 7 5

ジ ュ ー ト 1 7 9 1 8 0 1 5 7 1 5 0 1 5 0

2 . 2 市場 ･ 流通 シス テム

イ ン ドの 農産物市場 ･ 流通は ､ 農産物生産者か ら何層 もの 取扱者 を経て 市場 ･ 消費者に辿り

着く 古く て 保守的なシス テム が
一

般的で ある ｡ 農業は国家経済 にお ける大きな地位 を占め
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る が現在 の 取扱者 も しくは 政府 の管 理下 にある市場状況を見て も ､ 農産物加工 に つ い て い

えば殆 ど開発されて い ない ｡ イ ン ドで は ､ 農産物加工 おも に手動糸摘み とか簡単な唐辛子 ･

デ ー

ツ ･ コ
ー

ヒ
ー

豆 の 乾燥の 農産物加工 に つ い て は ､ 伝統的に家内工場も しく は小 規模工

場で展開されて い る ｡

2 . 3 農業支援制度

農業分野における主要な支援制度 と して は ､ 肥料補助金 ､ 食料補助金 ､ 電力補助金及び潅

漑補助金が ある ｡ また ､ こ れ ら の他 に農村開発 ･ 農村雇用 促進 の ため の 各種事業 が存在す る ｡

1)肥料補助金 : 農家 へ の 肥料売渡価格と製造業出荷価格 との 差額に対 して補助金を支給｡

2) 食料補助金 : 政府が行う穀物 の調達 と配給時の 価格差 ､ 穀物 の 分配及 び備蓄の た め の経緯

費等

3) 電力補助金: 農家の 潅漑用動力揚水機 の導入促進を目的 と して農業用電力料金 を安価 に設

定 し､ 電力供給単価 との 差額 を賄うもの ｡

4)潅漑補助金 : 農業用水利用料金 と公共潅漑設備の 維持 ･ 運営経費との 差額を補助 ｡

2
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3 .･ ウ ッ タ ラン ジ ャル州農村社会改善の ための 農業農村総合 開発計画

3 . 1 計画の 背景

ウ ッ タ ラ ンジ ャ ル州は ､ 持続的な農業開発 を州開発計画の 重要項目 と して い る｡ また ､ 広

範な 区域に残さ れてい る活用可能な未耕地を土地無 し農民や貧農の ために活用す る こ とを

計画 中で ある ｡
こ の よ うな状況の なか で ､

土地無 し農民や貧農達が活用可能な荒廃地を開

発す る こ とに より､ 彼らの コ ミ ュ ニ テ ィ の 向上 と生活改善が図られる こ とを期待 して い る｡

ウ ッ タラ ンジ ャ ル州の山岳 ･ 丘陵地域で は ､ 有機農業が地域農業に と っ て有用で あり ､ 特

に 小農や貧農に と っ て非常に有効な手段で ある とされて い る ｡ そ して 天水潅漑や新 たな農

業技術 を組み 入れ る こ とで ､ 農業 生産量や農産物の 種類を増大 させ る こ とが可能 とな る ｡

また ､ ウ ッ タ ラ ンジ ャル 州山岳 ･ 丘陵地域の 冷涼な気候 は ､ 薬草や芳香植物の 栽培 に適 し

て い る ｡ 本案件は ､ 土地無 し農民や貧農達 が荒廃地 を開発する と ともに農業生産 の 増加 と

貧困解消 ､ 農村部 の雇用機会 を促進 し､ 農民の 生活向上 に寄与する もの で あ る ｡

3 . 2 計画対象地域の概要

(1) 計画対象地域

ウッ タラ ンジ ャル 州は 20 00 年 1 1 月 にり夕 け ル プラデッ シ ュ 州から分離 してイ ンド27 番目

の 州 とな っ た新 し い州 で ､ イ ンド北部 に位 置し ､ 州の 東側をネパ
ー

ル 国に接 して お り ､ 地

形的 には山岳地域 ､ 丘陵地域 ､ 平地の 3 地域に分類 される ｡ ウ ッ タ ラ ンジャ ル州は 1 3 地区

か らなり ､ 面積は約 56 , 000 k 皿
2
､ 人 口は約 8 . 4 7 百万 人で ある ｡ 州内には美 しい 氷河 ､ ヒマ

ラヤ を抱き､ ガン ジス 河 ､ ヤム ナ河等 の源 流が あ っ て ､ 仏教の 聖地 と して 崇め られて おり

多 く の寺院があり有名な巡礼地が在る ｡

(2) 自然条件

州 の 自然資源 は豊富で ､ 特に水資源 ､ 森林資源に恵まれ多く の 河川 ､ 氷河 ､ 森林が ある ｡

州全体面積の うち山岳 ･ 丘陵地域が約 8 8 % ､ 平地面積は約 12 % で ある｡

州内 の気候は標高 によ り様 々 で ､ 熱帯性から極地性まで 多様 に分布して い る ｡ 季節は､ 雨

季 (6 月 ～ 9 月) ､ 冬季 ( 1 0 月 ～ 2 月) ､ 夏季 (3 月 ～ 5 月) の 3 区分され る ｡ 年平均降雨は

地区 により異なるが約 l , 010 m m から 2 , 54 0 m m ､ 降雪が 1 月 か ら 3 月 にか けて 2 , 0 00 m 以上 の

標高の 高い 山岳
･ 丘陵地域にある ｡

(3) 社会 ･ 経済

州内の 人口 は約 8 . 4 7 百万人で ､ 地方および都市部 の 人口 はそ れぞれ約 6 . 52 百万 人(77 % ) ､
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約 1 . 95 百万人(23 % ) で ある ｡ 最近 1 0 年間 ( 1 9 9 1 ～ 2 00 1 年) の 人 口増加率は 1 9 . 2% で ､ イ

ン ド全国平均 の 2 1 . 3% ､ 前回調査 (1 9 8 1 ～ 1 99 1 年) の 2 4 . 3 % よ り低くな っ て い る ｡ 州内の 人

口 の 内 4 9% が女性である ｡

ウ ッ タ ランジ ャ ル州の GD P (1 999- 200 0) は口S$ 329 ( R s 1 4
,
8 10) と推測 され て い て ､ イ ン ド全

国平均の 口S$ 3 4 5 (R s 1 5 , 53 9) に比 べ 低い 値で ある ｡ 州の 3 6 . 4% カi貧困所帯で ある とされ て

い る ｡

墾童

州内に は P r i m a r y s c b o o l が 1 3 , 2 0 0 校､ S e n i o r b a s i c 5 C b o o l が 3 , 1 0 0 校 ､ S e n i o r

S C b o o l が 650 校 ､
I n t e r c oll e g e 870 校 ,

D eg r e e c o 11 e g e63 校が在るが ､
S e n i o r

S e C O n d a r y

S e C O nd a r y

5 C h o o l が極端 に不足 して い る ｡

州政府は､ イ ン ド政府の施策に基づい て 6 ～ 14 歳児の 児童 に対する 義務教育化 と無料教育

化を進めて い て ､ 現段階 では教科書の無料配布が 実施 され て い る ｡
2 0 0 1 年 の 調査 によれば ､

イ ンドの 識字率は全国平均で 6 5 . 4 別こ比 べ て ､ ウ ッ タ ラ ンジャ ル州 は 7 2 . 8% と高く ､
1 99 1 年

調査 の 57 . 8% に比べ て も向上 して い る ｡ 男性の 識字率が 8 4 % で あるの に対 して 女性は 60 % と

低 い た め に ､ 州政府は女性児童 に対する教育 の無料教育化等 ､ 女性教育に力を入れて い る ｡

生活用水

州 の 調査デ ー

タ で は ､ 州内の 全村 15 , 66 2 村 の 内､
1 5

,
1 2 6 村に給水 シス テ ムが設置されて い

て ､ 州 の給水普及率は 96% に の ぼ っ て い るが ､ こ の デ ー タの 数値に つ い て州自身も再検討の

必要性 を認めて い る ｡ これらの給水シス テム は R aj i v G a ndb i D ri n ki n g v a t e r n o r m s の基

準 に基づ い て設置され てお り ､ 安全な水が確保されて い る ｡ しか しなが ら ､ 給水 シス テ ム

の 修理など維持管理の 問題 を有して い る ｡

道墜

ウ ッ タ ランジ ャ ル州の ような山岳 ･ 丘陵地帯に位置 して ､ 鉄道や航空路が発達 して い ない 地

域 にお い て は ､ 道路が地域の ライ フ ライ ンとなっ て い る ｡ 州内に は総延長約 18 , 000k 皿 の 道

路 があり ､ そ の 内の約 8 , 800 k m が舗装 され て い る ｡ こ の 他に約 3 , 200 k m の B rid l e r o ad s と

約 700 k m の B o rd e r r o ad s が山岳 ･ 丘陵地帯に在る ｡ これらの 道路は州 内の 全村 1 5
,
6 62 村の

内､ 約 10
,
000 以上 の村々 を繋い で い る ｡ 州 内の 道路は ､ 未舗装の 道路が多く ､ 村々 を結ぶ

連結道路が未だ多く残されて おり､ 今後も継続的な道路整備が必要にな っ て い る｡

(4) 農業

ウッ タ ラン ジ ャ ル州 にお ける農業は ､ 州にお ける最 も重要な経済活動 と して位置づ けられ

て い る ｡ 最近の 調査デ
ー タによ る と､ 1 9 9 9 -2 000 年にお ける州 の 生産活動の 内の 約 37% を農
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業セクタ ー

が 占め て い る｡ しか し､ 州 内に は約 5 30 万 b a の 農地があるが ､ そ の 内の 1 5 % の

約 8 0 万 h a しか耕作 されて お らず ､ 多 くの 未耕地が 残されて い る ｡ 殆どの 農地は天水田 で ､

潅漑 されて い る農地は 平地部で 4 3% ､ 丘陵部で 1 2% しかない ｡ 土地利用率は 158% で ､ イ ンド

平均の 1 29% に比べ て 高くなっ て い る ｡ 州の 主要な栽培作物 は ､
コ メ ､ 小 麦 ､

とうもろ こ し､

大豆 等の 豆類が ある ｡

州 の 農業 は ､ そ の 地区の 気象条件 に より熱帯性気候か ら温暖性気候まで ､ それぞれ の気象

条件 に適合 した営農栽培が行われて い る ｡ 州農業の 主要な 問題点 と して ､ 各農家の 農地が

小 規模に分散 され て い る こ と ､ 伝統的な栽培技術 ､ 潅漑施設 の未整備､ 土 壌浸食､ 肥料不

足等があげられて い る ｡

現在 ､ 州 の 農業セ クタ ー の プロ ジ ェ クトと して以下 の 計画が州政府 によ っ て進められて い

る ｡

● 州 の主要作物で ある コ メ ､ 小 麦､ ミ レ ッ トの収量を増加するための優良種子配布計画

● 農業生産活動が不利な条件に置か れて い る丘陵地の 農家に対する農機具配布計画

● 天水田 地区の 農業改善計画 と して 潅漑普及率が 30 % 以下 の 地区に対 して の 営農支援計

●

●

●

画 ｡ 主 に農民 の組織化 と営農に関して の研修活動等がある

現在 平地部 の
一 部 の 地区で 始め られて い る有機栽培 を丘陵地 も含めた全州 に拡 めて い

く こ と を目標に した有機農業振興計画

社会的弱者で ある S C ( 指定カ
ー

ス ト) ･

S T ( 指定部族) に対す る生活向上支援 ､ 女性の

協同組合に対す る支援 ､ 農業ク レジ ッ トの安定基金 ､ 薬草
･ 芳香植物の 栽培支援等 へ の

資金援助計画

サ トウキピ栽培農家に対するデモ ンス トレ
ー

シ ョ ン栽培､ 農機具の 配布､ 有機栽培の

普及等を含むサ トウキ ビの 栽培振興計画

野菜 ､ 果樹､ 花井 ､ 香辛料 ､
マ ッ シ ュ ル

ー

ム ､ 養蜂に つ い て の 普及 ･ 改良計画

R a m G a n g a 河流域 にお ける土壌浸食及び山崩れ の 防止活動

G a ng a 河及び Y a mu n a 河 の 上流域における流域保全計画

3 . 3 計画 の 概要

本計画 の 目的は ､ ウ ッ タ ランジ ャ ル州の 全域を対象 として ､ 農産物 の 生産強化及び農村住

民の 生活改善を図るための 総合的な農業農村開発を行う こ とで ある ｡ 具体的な内容は以下

の 通 りである ｡

1) 農業開発計画

農産物 の 生産性および生産量 の拡大 ､ 農村住民の 生活環境お よび収入 の 改善､ 土地無し農
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民 に対する労働機会 の創出等を目的とする ｡ ウ ッ タ ラ ン ジ ャ ル州 には活用可能 な未耕地が

広範な区域に残されて い る ｡
これら の 末耕地を開発す る こ と により ､ 土地無 し農民の た め

に活用 し､ 彼 らの コ ミ ュ ニ テ ィ の 向上 と生活改善を図る こ とがで きる ｡

2) 流域保全計画

流域保全 のため に上流山間部の植林活動および流域保護対策 を目的とする ｡
R a m G a n g a 河流

域 ､
G a B g a 河及び Y a m u n a 河 の 上 流域で現在実施中の 流域保全プ ロ ジ ェ ク トの 評価結果を参

考 に ､ 地域住 民が参加す る植林及び自然環境の 改善､ 治水能 力の 向上 ､ 地域住民の 生活水

準向上 を含め た流域保全活動 を策定する ｡

3) 有機農業振興 計画

ウ ッ タ ラ ンジ ャ ル州 にお い て も化 学肥料や農薬の大量使用 によ る化学農法がもたら した地

力低下や生産物 ･

環境 へ の農薬の 影響等の 反省か ら ､ 堆肥等の 有機肥料の 投入 による土づく

り に よる有機栽培 を平地部の 一

部地区で始め て い る ｡
こ の 有機栽培を丘陵地 を含めた 全州

に広めて いくため の有機農業振興計画を策定する｡

4) 農産物加工開発計画

生産物の 付加価値を高め ､ 市場の 安定化の ため に農産物加工 に関連する活動や投資を奨励

する 計画を策定する ｡ 野菜や果樹の他に現在試験的に始められて い る薬草 ･ 芳香植物 ､
マ ッ

シ ュ ル ー ム ､ 養蜂等 も含めた 農産物加工 開発計画 を策定す る｡

5) 農業普及 ･ 人材育成 ･ 訓練計画

農業振興の ため の 農業普及体制を強化す るため に ､ 各種の 人材育成の ため の 訓練施設を整

備 し､ NGO を活用するな ど草の根レベ ルか らの技術員育成計画を策定す る｡

3 . 4 事業実施計画

事業実施機関は ウッ タ ラ ンジ ャル州農業局であるが ､ 本計画 は多く の 分野 に跨 っ て い るた

め 森林 ･ 農村開発局等 の 関係機関の 参加が望ま しい ｡

調査の 目的及び内容は以下の 通りで ある｡

( 1) 調査の 目的

上 記計画実施の ため の 調査は ､ 以下 に示す事項を 目的 とする ｡

● 農村住民の 生活改善及び持続的な農産物 の 生産強化 ･ 農産物流通 システ ム の 構築の た

め の 総合的な農業農村開発基本計画の 立案
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● 各 プロ ジ ェ クトの 必要性に応 じた優先度 の 確認と実施 の た め の 優先 プロ ジ ェ ク トの 選

定 とマ ス タ
ー プラ ンの策定

● 選定 された優 先プロ ジ ェ クトの 技術的可能性及び経済的妥当性 を確認す るため の フ ィ

ー

ジ ビリテ ィ調査の 実施

● 調査の 実施過程 にお い て ､ イ ン ド国の カウン タ
ー

パ
ー

ト技術者 に対 し各調査項目に関

する調査手法及び計画立案の 手順 と考 え方につ い て の技術移転及び指導 ｡

(2) 調査の 内容

調査 は以下に示 す
′
2 フ ェ ー ズに分 けて 実施する ｡

フ ェ
ー ズ Ⅰ : マ ス タ ー プラ ン調査

マ ス タ ー プラ ン調査に おい て ､ 農家収入の 向上及び農業生産活動の 活性に必要な対策 とプ

ロ ジ ェ クトを立案 し､ これらの 必要性を確認の 後 ､ 各 プロ ジ ェ クトの優先順位付けを行な

い
､ 農業 ･ 農村総合開発計画 として取 りま とめ る ｡ また ､ 優先順位 の検討の 際に優先プロ

ジ ェ ク トを選定し､ フ ェ ー ズ ⅠⅠで実施す るフ ィ ー ジ ビリテ ィ 調査の 対象とす る｡ こ の ため

に ､ 調査対象 となるウ ッ タ ランジ ャ ル州 の 現況 を調査する と共に ､ 既存 の 開発計画 ､ 上位

計画を レビ ュ ー し ､ 地域住民が抱え る生活環境 ､ 農業生産等 にお け草間題点 と開発 の 阻害

要因を把握する ｡ こ の 際に ､ 地域的条件 ( 気候 ､ 地形 ､ 標高等) 及び各セ クタ ー 別 ( 農業､

畜産､ 林業 ､ 流通 ､ 農産加工 ､ 農村イ ンフ ラ等) の 問題点を整理 ､ 分析 を行ない ､ 持続可

能な具体的プロ ジ ェ ク トを策定する ｡

フ ェ ー ズⅠⅠ : フ ィ ー ジ ビリテ ィ調査

マ ス タ
ー プ ラン調査 の 際に選定された優先プロ ジ ェ ク トに つ い て ､ そ の 技術的可能性及び

経済的妥当性 を確認するため ､ フ ィ
ー

ジ ビリテ ィ調査 を実施する ｡

先 に述べ た通 り ､ 調査対象地域は地形的 に住民間の 生活 レベ ル ､ 習慣等が大きく異なる こ

とか ら､ 調査 に当 っ て は社会調査等を十分に行ない ､ 必要 に応 じて対象住民の 参加によ る

計画手法を採用する こ とも考慮す る｡

3 . 5 総合所見

(1) 技術的可能性

ウッ タ ラ ンジ ャ ル州の 広範な区域に残 されて い る活用可能な未耕地 を､ 土地無し農民や貧

農達が活用する ため に開発する こ とは､
これまで 取り残 されて きた人々 の 貧困を軽減 し､

彼 らの コ ミ ュ ニ テ ィ の 向上 を図る こ と にな る ｡ そ の た め ､ 農業振興の ため の 農業普及体制

を強化す る等 ､
N GO を活用するなどの 草の根 レベ ルか らの検討を行う必要がある ｡ 本計画に

お い て農業開発や流域保全計画の 対象 となる施設の 規模及び工種 は ､ 基本的に既存施設 に
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準ず る もの で ある た め ､ 技術的 に特 に問題 とな る と こ ろは な い ｡ また ､ 有機栽培技術の 普

及体制､ 農産物加工 にお ける新規農業技緬の導入 も含め ､ 技術的に支障なく十分に対応で

き る と判断される ｡

(2) 社会経済的可能性

地域の 一 人あたりの G DP は全国平均より低い レベル に あり､ 地域内で の 経済格差 も大きく ､

地方 の 人々 の 生活 は非常 に貧 しい ｡ これ らの 地域 にお い て ､ 集約的な農業労働 によ っ て 生

産性 を向上 し ､ また ､ 換金性の 高 い 作物 の導入 およ び農産物加工 と連動 した農業生産体系

を確立す る こ と で ､ 農家 の 平均収入 を向上 させ新規の 雇用 を創出 して農 民の 生活 向上 に寄

与す る ､ 総合的な農業農村開発 を実施する こ とは非常 に有意義な こ とである ｡

また ､ 地域 間の 格差是正 お よび貧困緩和に寄与する も の で ､ 上位計画 との整合性もあり ､

州 の 社会経済活性化 にも資する もの で ある ｡

(3) 現地政府 ･ 住民の 対応

現地調査 にお ける州政府の 対応は良く ､ 州政府の 各担当部門における連携も し っ か り して

お り ､ 現地状況の 説明や現地視察 へ の 動向など非常に熱心な協力が得る こ とができ ､ 本計

画実施に対す る州政府の 期待の 大 き さが伺われた ｡ 地域住民も有機栽培 の 促進 ､ 農産物加

工 や近代的営農 の 実施に対 し て強 い 意欲 を持 っ てお り ､ 本計画の 早期実施が期待 されて い

る ｡

( 4) 総合評価

上述 の とお り ､ 本計画 は技術的お よ び社会的可能性 は高く ､ また先方政府担当者及び地域

住 民の 本計画実施 に向 けて の 期待 は大きい ｡ 特に ､ 本計画 はこれまで開発から取り残され

て きた 土地無 し農民や 貧農 を対象 と してお り ､ 州内で の 生活水準の 地域的格差の 是正 とい

つ た目的 にも合致する こ とか ら早急な調査実施が望まれて い る ｡
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l . 調査団員略歴

坂本 貴男

昭和 4 4 年

昭和 45 年 ～ 昭和 4 8 年

昭和 55 年 ～ 現在

2 . 調査日程表

帯広畜産大学農業工 学科卒業

青年海外協力隊

( 株) ハ
○

シフイツタコンサルタンツインターナショナル農業開発部

日

数

出 発 地 到 着 地 宿 泊 地 行程及 び調査内容

平成 15 年

1 6 月 7 日 木 東京 ダ ッ カ ダッ カ 成田/D b a k a 移動 日

2 8 月 8 日 金 ダッ カ 調査日程協議

3 8 月 9 日 土 ダッ カ チ ッ タゴ ン丘陵開発省､ L G E D 表敬

4 8 月 1 0 日 日 ダッカ チ ッタゴ ン丘陵開発省と打ち合せ

5 8 月 1 1 日 月 ダッ カ 洲DB 表敬､ 打合せ

6
8 月 1 2 日 火 ダッ カ 日本大使館､ JI C A 表敬及び調査結果の報告

7 8 月 1 3 日 水 ダッ カ BV D B と打合せ

8 8 月 1 4 日 木 ダッ カ ニ ュ
ー デ リ ー ニ ュ

ー デリ ー

Dh a k a/ N e v D e l b i 移動日

9 8 月 1 5 日 金 ニ ュ
ー デリ

ー

調査日程協議

1 0 8 月 16 日 土 ニ ュ
ー

デリ
ー

デ ラドン デラドン N 帥 D e l h i/ D e b r ad u n 移動日

1 1 8 月 1 7 日 日 デラド ン 現地調査 ( Ul t a r a n c b al 州)

1 2 8 月 18 日 月 デラドン 現地調査 ( 口t t a r a n c b a l 州)

1 3 8 月 1 9 日 火 デラド ン ロt t a r a n c b a l 州政府と打合せ

1 4 8 月 20 日 水 デラドン ロt t a r a n c h a l 州政府と打合せ

1 5 8 月 21 日 木 デラド ン ニ ュ
ー デ リ ー ニ ュ

ー デリ ー D e b r a d u n/ N 帥 D e l b i 移動日

16 8 月 2 2 日 金 ニ ュ
ー

デリ
ー M i n . o f W a t e r R e s o u r c e s と打合せ

1 7 8 月 23 日 土 ニ ュ
ー

デリ
ー

資料収集

18 8 月 24 日 日 ライブ
ー

ル ニ ュ
ー

デ リ
ー

ニ ュ
ー

デリ
ー

資料整理

1 9 8 月 25 日 月 ニ ュ
ー

デリ
ー

J B I C 表敬及び調査結果の 報告

20

8 月 26 日 火 ニ ュ
ー デリ ー 機内泊

日本大使館､ JIC A 表敬及び調査結果の 報告

N e v D e l b i/ B a n g k o k 移動

21 8 月 27 日 水 東京 B a n g k o k / 成 田 移動日
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